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第１部  事業実績の概要 

 

本学は「すべての授業を英語で実施」「１年間の海外留学の義務付

け」「留学生と暮らす寮生活」など、極めて先進的な教育システムを

他大学に先駆けて採用し、平成 16 年４月の開学から英語をはじめとす

る外国語の卓越したコミュニケーション能力と豊かな教養、グローバ

ルな視野を伴った専門知識を身に付けた実践力のある人材の育成に取

り組んできた。 

令和３年４月に導入した新たな教育手法「応用国際教養教育

（Applied International Liberal Arts: ＡＩＬＡ)」により、開学以

来の「国際教養教育」をさらに一歩進め、統合知と人間力双方の育成

強化を図っている。施設面でも、新たに建設した学生宿舎の「つばき

ヴィレッジ」に加え、大規模改修した義務寮の利点を最大限活用しな

がら、策定中の施設整備構想に基づき、本学ならではの学修・居住一

体型キャンパスをさらに進化させる計画である。 

このように、本学の教学理念に基づき、中期計画及び年度計画に沿

って着実に事業を実施しており、令和４年度の活動実績は次のとおり

である。 

 

 

１ 教育研究について 

(1) 教育の充実 

ＡＩＬＡを全学で推進するため、能動的学修支援センター（ＡＬ

Ｃ)、デザイン創造・データサイエンスセンター（ＣｒｅＤＤＳ）及び

地域連携協働研究センター（ＣＣＲＯ）という３つの組織で構成され

る応用国際教養教育推進機構を設置するとともに、各センターの長、

学長、副学長及び事務局により応用国際教養教育推進機構センター長

会議を立ち上げ、プロジェクトの推進に係る協議を行った。また、新

カリキュラムタスクフォースを中心として、ＡＩＬＡの運用上の課題

を議論しながら、順次性のある体系的なカリキュラムとなるよう科目

編成を行うとともに、海外大学とのオンライン協働授業（ＣＯＩ

Ｌ）、実務家を招聘しての特別講義、３年振りに対面で実施した国際

協働ＰＢＬ等を通じて、教育の充実を図った。 

留学生に対する教育については、日本研究科目及び東アジア関係科

目を延べ 46 科目開講したほか、オーストラリア国立大学とのパートナ

ーズプログラムを対面で再開するなど、日本や秋田への理解を深める

機会を提供した。 

専門職大学院においては、対面での教育実習やインターンシップを

再開したほか、英語教育実践領域において「高等教育における英語教

授法」を、発信力実践領域において「パブリック・スピーキングと効

果的なプレゼンテーション」を新規開講するなど、実践的な技術習得

に向けてカリキュラムの強化を図った。 

 

(2) 多様な学生の確保 

 オープンキャンパスを対面及びオンライン双方で実施し、延べ 1,242

名が参加したほか、入試セミナーをオンデマンド配信し、延べ1,996回

の視聴を得た。令和５年度４月入学者を対象とした一般選抜試験の出

願倍率は８．４倍と、新型コロナウイルス感染症や受験者人口の減少

の影響を受ける中にあっても引き続き高い水準を維持することができ

た。さらに、令和３年度に運用を開始したInstagramにおいて 1,000を
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超えるフォロワーを新たに獲得したほか、Facebook 上に高校生及び保

護者向けのターゲティング広告を掲出するなど、ソーシャルメディア

を活用した広報の強化を図った。 

 県内の学生を対象とした募集活動においては、県内高校 49 校を訪問

したほか、県内高校生向けの進路説明会を 12 回実施、業者主催説明会

に５回参加するなどにより、志願者数の増加を図った。また、グロー

バル・セミナーについて、従来の２泊３日から１日のプログラムに短

縮して４月及び８月に実施し、延べ208名が参加した。このうち、10月

に実施したグローバル・セミナー入試においては、定員 15 名のところ

56 名の出願があり、22 名が合格した。 

留学生の確保に向けた取組として、広報動画、英語版ウェブサイト

及びＳＮＳでの情報発信を充実したほか、ＮＡＦＳＡ、ＥＡＩＥ、Ａ

ＰＡＩＥといった対面で再開した国際会議において、延べ 87 の提携校

と121回に上る面談を実施し、コロナ禍により停滞した交流関係の回復

に努めた。また、新たに４校と新規学術交流協定を締結するととも

に、継続的な交流が見込めない大学との協定について終了又は見直し

を行うなど、提携校との交流の活発化を図った。政府の水際対策の緩

和に伴い、春学期には 41 名を、秋学期には 117 名の留学生を対面で受

け入れることができた。 

 専門職大学院生の確保の取組としては、引き続きパンフレットを作

成し、本学研究科と関連した学部・学問領域を持つ大学へ配布したほ

か、Facebook や Instagram に広告を掲出するなど、情報の発信を強化

した。また、オンラインを活用し、全国の学生を対象とした大学院説

明や授業見学会、教員による個別相談を実施し、延べ 186 名が参加し

た。こうした過年度からの取組の蓄積により、令和５年４月時点での

在籍者数は67名と、研究科の設置以降初めて収容定員の60名を充足し

た。 

 

(3) 学生支援 

① 学修の支援 

  中嶋記念図書館において、本学の教育研究に関連する図書・資料

918 点を新たに整備し、電子書籍、電子ジャーナル、データベース等

のオンライン教材の充実化を図った。また、言語異文化学修センター

（ＬＤＩＣ）において言語学習プログラム（ロゼッタストーン）をオ

ンラインで提供し、16 言語で延べ 143 名の学生が利用したほか、学修

達成センター（ＡＡＣ）において計 765 回のチュータリングサービス

を提供し、学生の能動的学修を支援した。さらに、入学前教育とし

て、特別選抜試験合格者に対するスタートナウセミナーをオンライン

で、グローバル・セミナー入試合格者に対する英語の学習法を中心と

したプログラムを対面で実施し、それぞれ 85 名、22 名が参加した。 

      

② 学生生活の支援 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、抗原検査キットを活用

した無料の検査体制や、学生の体調不良に関するオンライン報告フォ

ームを整備することにより、初期対応の迅速化を図った。また、特別

支援を必要とする学生に対し、必要に応じて面談の回数を増やすとと

もに、新たに学期末に振り返りのアンケートを実施するなど、修学環

境の整備を含めた個々の学生へのケアの充実に努めた。 

経済支援として、本学独自の授業料減免制度、国の高等教育修学支

援新制度、外部機関による奨学金制度について、適切に周知・運用し
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たほか、本学独自の既存の奨学金制度を見直し、「ＡＩＵふきのとう

特別奨学金」を令和５年４月に創設した。 

課外活動等への支援として、春学期は８つ、秋学期は７つのテーマ

別ハウスを運営したほか、新学生宿舎であるつばきヴィレッジの多目

的スペースを「Co-Working Space」「Socializing Space」として整備

し、学内居住者の交流を促進した。 

 

③ キャリア支援 

県内外の計 100 社による企業説明会に加え、採用担当者による模擬

面接、内定者による個別相談やエントリーシートの書き方講座等によ

り、きめ細かなキャリア支援を継続した。さらに、留学の再開に伴

い、留学前のセミナーや留学中のオンライン個別相談を実施したほ

か、他大学と共同して面接対策セミナーや合同企業交流会を開催する

など、支援の充実に努めた。 

大学院進学支援においては、ゲストスピーカーによる講演会や大学

院に進学した卒業生による体験発表に加え、新たに「先輩ゼミ」等の

オンライン交流の場を設けた。 

 

(4) 研究の充実 

科学研究費助成事業に係る支援として、獲得経験のある教員による

ワークショップの開催に加え、新たに外部機関による申請書の査読を

導入し、研究代表者10件、研究分担者13件の申請につなげた。また、

秋田県立大学、秋田公立美術大学と連携し、国立研究開発法人科学技

術振興機構の「共創の場形成支援プログラム（ＣＯＩ－ＮＥＸＴ）」

に申請し「育成型」として採択されたほか、学長プロジェクト研究費

の募集を令和３年度の１枠から５枠に拡大し学内の分野横断的な共同

研究を推進した。さらに、新たに配置した国際連携オフィサーの働き

かけにより、本学の教員及び学生の研究成果発表の場である「ＡＩＵ

リサーチ・ウィーク」に海外提携校から 11 組の参加を得たほか、９名

の研究員の受入れ、４名の招聘教員による特別講義の実施、３名の本

学教員の提携校への派遣等を通じて、学術連携の強化に取り組んだ。 

 

 

２ 地域貢献について 

(1) 学校教育への支援 

県内の小・中学校及び高等学校における英語の授業等に本学学生を

派遣するとともに、訪問の受入れにより大学紹介やキャンパスツア

ー、留学生等との交流活動を実施した。また、引き続きオンラインも

活用し、学内外や海外に居住する学生・留学生と全国の小中高生の交

流を通じて異文化理解の向上に協力した。（対面 85 回、オンライン 26

回）。 

英語で英語を学ぶプログラム「イングリッシュビレッジ」を対面で

再開し、学校単位で８回開催（211 名参加）したほか、そのノウハウを

活かした異文化理解教育プログラムを１回開催し（18 名参加）、県内

外の小中高生の英語によるコミュニケーション能力の向上に寄与し

た。 

さらに、県教育委員会及び県内自治体等の要請に基づき、英語担当

教員向け研修事業に本学の教員を派遣したほか、英語教員を対象とし

た「ティーチャーズセミナー」（39 名参加）や、米国大使館との共催

による英語教授法に係る研修会を実施し（延べ 58 名参加）、英語担当
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教員の指導力向上を図った。 

 

(2) 地域社会への貢献 

地域連携協働研究センター（ＣＣＲＯ）のもと、秋田県からの委託

を受け、秋田県産食品のフランスへの輸出拡大に向けたプロジェクト

に協力したほか、トヨタカローラ秋田(株)とのカーシェアリングに係

る共同実証研究に取り組んだ。さらに、公開講座や公開授業を計 17 回

実施したことに加え、県内の教育機関や自治体等からの依頼に基づく

本学教職員の講師派遣（延べ52回）、計49団体での委員等への就任に

より、地域の国際化及び多様な学習機会の提供に貢献した。 

外部機関と連携して地域の課題解決に取り組むため、複数の協定を

締結したほか、「電力・エネルギー」をテーマとした寄附講座や五城

目町でのＰＢＬ型特別講義を実施した。また、「ＡＩＵデザインＬＡ

Ｂ」に学生延べ75名、企業延べ34社が参加し、デザイン思考に係るワ

ークショップや、地域及び企業の課題解決プロジェクトに協働で取り

組んだ。 

 

 

３ 業務運営について 

   組織運営においては、学生や保護者、地域のステークホルダー等か

ら適宜意見聴取を行いながら、大学経営会議及び教育研究会議をオン

ラインで開催し迅速な意志決定を行った。また、公益財団法人大学基

準協会が実施する専門職大学院認証評価を受審し、適合の認定を受け

た。さらに、女性活躍推進タスクフォースを立ち上げ、働き方や人事

制度の改善に着手したほか、外部研修も活用しながらＦＤ及びＳＤに

取り組み、教職員の能力向上を図った。施設面では、義務寮及びカフ

ェテリアの大規模改修を行ったほか、施設整備構想検討委員会を立ち

上げ、大学の将来像を見据えたキャンパス整備に向け、検討を進め

た。財政面では、電力価格高騰等による光熱水費上昇や施設維持管理

費の掛かり増しに対応するため、寮及び宿舎の家賃を適切な価格へ改

定するなど、経営の安定化に努めた。 

 

 

４ 決算について 

(1) 経営状況 

①経営成績 

 令和４年度の経営成績は、経常収益合計 23 億 9,464 万円、経常費用

合計 23 億 1,016 万円で、当期純利益は 8,448 万円であり、目的積立金

からの取崩7,553万円を含め、当期総利益は1億6,001万円となった。 

 収入については、学生宿舎の入居制限解除による寮費等収入の増な

どにより、当初予算に比べ１億 1,848 万円の増となっている。 

 支出については、業務改善や経費節減に努めたほか、短期プログラ

ム事業やコロナ禍における教務関係旅費等の減による教育経費の減

や、教職員の流動実績に伴い人件費が減となったことなどにより、当

初予算に比べ 3,781 万円の減となっている。 

 

②財政状態 

 令和４年度の財政状態は、資産総額が 83 億 5,956 万円で、負債総額

が 27 億 9,196 万円、純資産総額が 55 億 6,760 万円となっている。 
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 資産の内訳は、固定資産が 74 億 4,026 万円、流動資産億 9 億 1,929

万円であり、負債の内訳は、長期未払金などの固定負債が 20 億 6,628

万円、未払金、預り金などの流動負債が 7 億 2,568 万円である。純資

産は、県から出資された建物、秋田市から出資された土地の資本金が

18 億 9,710 万円、県からの補助金により取得した土地、建物などの資

本剰余金が 33 億 860 万円、教育研究等環境整備積立金などの利益剰余

金が 3億 6,190 万円である。 

 

(2) 利益の処分 

当期総利益は、学生の確保、経費の削減等の経営努力に努めた結果

であり、地方独立行政法人法第 40 条第３項に基づき、中期計画で定め

る教育研究の質の向上、組織運営及び施設設備の改善を図るための経

費に充てることを目的とした積立金としたいと考えている。 
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① ① 応用国際教養教育推進機構を設置し、応用
国際教養教育（ＡＩＬＡ）の理念に基づく
教育、研究、地域貢献の分野の活動を企
画・実践する。

○ 応用国際教養教育（ＡＩＬＡ）を全学で推
進するため、能動的学修支援センター（Ａ
ＬＣ）、デザイン創造・データサイエンス
センター（ＣｒｅＤＤＳ）及び地域連携協
働研究センター（ＣＣＲＯ）という３つの
組織により構成されているＡＩＬＡ推進機
構を設置するとともに、各センターの長、
学長、副学長及び事務局によるＡＩＬＡ推
進機構センター長会議を立ち上げ、プロ
ジェクトの推進に係る協議を行った。

② ② ＡＩＬＡの理念に基づき、カリキュラム全
体の順次性を保った体系的な教育課程を実
現するため、ＡＩＬＡタスクフォース及び
各領域での議論を踏まえて開講科目を編成
する。

○ ＡＩＬＡタスクフォースを令和４年度は６
回、累積22回開催し、そこでのＡＩＬＡⅢ
「留学と自己省察」やＡＩＬＡIV「総合セ
ミナー」における運用上の課題、学修課題
及び成果についての議論や、各領域での議
論を踏まえ、カリキュラム全体の順次性・
体系性を保つよう年間開講科目計画を編成
し、教育研究会議の承認を経て開講した。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
応用国際教養教育（ＡＩＬＡ）を推進
するため、３つの組織により構成され
ているＡＩＬＡ推進機構を設置すると
ともに、ＡＩＬＡ推進機構センター長
会議を立ち上げ、プロジェクトの推進
に係る協議を行った。また、ＡＩＬＡ
タスクフォースを中心として、ＡＩＬ
Ａを具体化する多角的なカリキュラム
を着実に実現している。

１　教育の充実

Ⅰ　教育研究に関する目標を達成するための措置

第２部　自己点検・評価

（１）国際教養教育の充実

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

応用国際教養教育推進機構を設置
し、ＡＩＬＡの理念に基づく教育、
研究、地域貢献の分野の活動を企
画・実践する。

ＥＡＰ、基礎科目群、教養基盤科目
群、教養専門科目群の有機的接続に
留意しながらカリキュラム全体の順
次性を保ち、体系的な教育課程を編
成する。
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③ ③ グローバル社会における政治・経済やサス
テナビリティ、急速に発展する最先端技術
と人間社会の在り方等に関する多角的なカ
リキュラムを提供するとともに、ＡＩＬＡ
を具現化する科目やフィールド等での活動
を含む科目を開講する。

○

④ ④ 情報関連科目を充実させるほか、海外大学
とのオンライン協働授業（ＣＯＩＬ）、外
部講師のオンライン招聘など、ＩＣＴを活
用した教育を推進する。

○ 特別講義「持続可能な社会と情報処理（Ａ
ＩＵ－秋田県立大学共同ＰＢＬ）」を継続
して開講したほか、「デジタル時代の重要
課題世界のデジタルコミュニティ」を新た
に開講するなど、情報関連科目の充実を
図った。また、コロナ禍で蓄積したＩＣＴ
のノウハウやオンラインリソースを継続的
に活用し、ＣＯＩＬ型教育を活用した海外
大学とのオンライン協働授業「GBS303 ＧＢ
特別講義 ３：国境を越えずに国境を超える
（ＡＩＵ－ＨＡＮ共同科目）」を実施した
ほか、ゲストスピーカーを国内外からオン
ライン上で招聘し、延べ34件の講義を提供
した。これにより、学術交流の強化だけで
はなく、オンライン会議システムや、ファ
イル共有プラットフォームなどのオンライ
ンツールを活用した学習スキルの向上にも
つながった。

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

修得した知識や技術を、地球規模の
問題をはじめとした様々な課題の解
決に応用していく人材の育成に向
け、幅広く社会科学的視点、人文学
的・芸術的視点を涵養するため、グ
ローバル社会における政治・経済や
サステナビリティ、急速に発展する
最先端技術と人間社会の在り方等に
関する多角的なカリキュラムを提供
する。

外部講師のオンライン招聘をはじめ
としてＩＣＴ技術を有効活用するこ
とにより、教育プログラムの充実を
図る。

グローバル・ビジネス、グローバル・スタ
ディズ、グローバル・コネクティビティの
３領域を配し、グローバル社会における政
治・経済やサステナビリティ、急速に発展
する最先端技術と人間社会の在り方等に関
する多角的なカリキュラムを提供するとと
もに、ＡＩＬＡを具現化する科目やフィー
ルド等での活動を含む科目として、提携大
学とのＣＯＩＬ「GBS303 ＧＢ特別講義
３：国境を越えずに国境を超える（ＡＩＵ
－ＨＡＮ共同科目）」、企業との連携によ
る寄附講座「SOC326 関係人口論（ＪＲ東日
本寄附講座）」や「GSS314 ＧＳ特別講義
15：世界のエネルギー動向：可能性と課題
（産学金連携寄附講座）」を開講した。ま
た、県内フィールド活動を通じた地域連携
を考える科目として最先端技術を活用した
サステナブルな社会を考える「GCS301 ＧＣ
特別講義 2：持続可能な社会と情報処理
（ＡＩＵ－秋田県立大学共同ＰＢＬ）」や
「SUS310 コンサベーションと持続可能な開
発」等を開講したほか、ゲストスピーカー
を国内外から招くなどにより、最新の研究
や実務経験に基づく講義を提供した。さら
に、グローバル社会を担う人材の育成に向
けた教育・研究力の強化を目的に、東北大
学と包括連携協定を締結した。
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⑤ ⑤ 留学時修得単位の柔軟な認定制度を保持す
ることにより、広い教養及び専門分野の深
い知見の修得機会を提供する。

○ 柔軟な留学時修得単位の認定ルールを運
用・維持することにより、留学先における
多様な科目の単位修得機会を提供した。

⑥ ⑥ 秋田県立大学や海外大学との連携によるＰ
ＢＬ科目におけるフィールドワークなどを
通じて、日本や秋田への理解を深める機会
を提供する。

○ 日本研究及び東アジア研究関連科目として
延べ46科目を開講した。３年ぶりに国際協
働ＰＢＬを対面にて実施し、「GSS302 ＧＳ
特別講義 ２：グリーン・エコノミーへの多
角的アプローチ（ＰＢＬ）」をマレーシア
で、「GSS304 ＧＳ特別講義 ４：日本とタ
イにおける持続可能な地域発展の研究（Ｐ
ＢＬ）」をタイと秋田県で開講し、両国の
地域課題について協働で学ぶことを通じ、
日本や秋田への理解を深めた。また、最先
端技術を活用したサステナブルな社会を考
える「GCS301 ＧＣ特別講義 ２：持続可能
な社会と情報処理（ＡＩＵ－秋田県立大学
共同ＰＢＬ）」を開講した。

⑦ ⑦ ＩＲ専任職員を配置し、学修到達度の検証
に必要な学内データの整理を行う。

○ ＩＲ専任職員を配置し、学修到達度の検証
に必要な学内データや分析について教員や
関係部署と協議を行い、分析計画を立案し
た。

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

授業やカリキュラムの改善に役立て
るため、学生の教育指導の過程にお
いて、授業に対する成績評価や能力
試験など、多様な視点から、学修到
達度の検証を行う。

秋田県立大学をはじめ県内外の大学
と連携を図り、日本や秋田の課題等
についての学修機会を提供する。

留学時修得単位の柔軟な認定制度を
保持し、広い教養、専門分野の深い
知見の修得を可能にする。
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① ① 留学生にプレースメントテスト（クラス分
けテスト）を受験させ、レベルに応じた日
本語科目を提供する。

○ オンラインでプレースメントテストを実施
し、学生能力別に通常11レベルのうち９レ
ベルの日本語科目を提供した。

② ② 留学生の日本や秋田への理解を深めるた
め、日本研究科目及び東アジア関係科目を
提供する。

○ 日本研究及び東アジア研究関連科目として
延べ46科目を開講した。３年ぶりに国際協
働PBLを対面にて実施し、「GSS302 ＧＳ特
別講義 ２: グリーン・エコノミーへの多角
的アプローチ（ＰＢＬ）」をマレーシア
で、「GSS304 ＧＳ特別講義 ４: 日本とタ
イにおける持続可能な地域発展の研究（Ｐ
ＢＬ）」をタイと秋田県で開講した。ま
た、最先端技術を活用したサステナブルな
社会を考える「GCS301 ＧＣ特別講義 ２:持
続可能な社会と情報処理（ＡＩＵ-秋田県立
大学共同ＰＢＬ）」を開講した。

③ ③ サマープログラムをバーチャルツアーも盛
り込みつつオンラインで提供することによ
り、渡日できない学生に対しても日本語及
び日本文化を学ぶ機会を提供する。また、
新型コロナウイルス感染状況を十分配慮し
ながら、日本研究を中心とするパートナー
ズプログラムを対面又はオンラインで実施
する。

○

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
３年ぶりに国際協働ＰＢＬ及びオース
トラリア国立大学とのパートナーズプ
ログラムを対面にて実施したほか、令
和３年度に引き続き、オンラインサ
マープログラムを提供することによ
り、日本文化等に関する多くの学修機
会を提供することができた。

（２）留学生に対する教育の充実

日本語能力向上においてより高い教
育効果を得るため、留学生の日本語
能力レベルに応じた科目を提供す
る。

日本や秋田への理解を深めるため、
日本研究科目及び東アジア分野の魅
力ある科目を提供する。

短期プログラム等、留学生向けプロ
グラムの充実を図る。

令和３年度に引き続き日本語初級者を対象
にオンラインサマープログラムを開講し、
日本語の授業のみならず、茶道、華道、あ
きた舞妓などの日本文化授業を含むオンラ
インプログラムを提供した。一方、オース
トラリア国立大学とのパートナーズプログ
ラムは、新型コロナウィルス感染対策を講
じつつ、３年ぶりに対面で開講した。参加
学生は、秋田市、男鹿、角館方面への
フィールドトリップや仙北市角館町白岩地
区で行われた「白岩城址燈火祭」への参加
を通じて、秋田の歴史、伝統、食など幅広
い文化について学んだ。

【日本研究科目短期プログラムの概要】
・Elementary Japanese Online Program
（E-JapON）
（初級日本語・日本語プログラム）
　期間：６月15日～７月26日（６週間）
　参加者：３名（ジョージ・ワシントン大
　学、トロント大学、マカオ大学）
・JPL472: Japanese Language and
Cultural Immersion Program: Advanced
（J-CIP:A）
（上級日本語・秋田学冬期集中プログラ
ム）
　期間：１月５日～２月10日（５週間）
　参加者数：11名（オーストラリア国立大
　学）

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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① ① 専門知識を身に付ける科目の提供のほか、
「英語教育実践法と実習」や「日本語教育
実践研究」などの科目を通じて、初等中等
教育機関や国内外の日本語教育機関等での
教育実習を重視した実践的な教育を実施す
る。

○ 英語教員の養成に関しては、「外国語とし
ての英語教授法と学習教材」や「外国語と
しての英語会話能力・聴解力指導法」、
「英語教育実践法と実習」を開講するとと
もに、「高等教育における英語教授法」を
新規開講し、延べ12名が中等・高等教育機
関において教育実習を行った。
日本語教員の養成に関しては、「外国語と
しての日本語教育と教授法」をはじめとし
た実践的な科目を提供するとともに、延べ
42名の学生が国内外での教育実習を行っ
た。なお、日本語教育実践領域における海
外教育実習は、令和３年度に引き続き、国
際交流基金の大学連携日本語パートナーズ
派遣プログラムに採択された。

② ② 高度な国際コミュニケーションの理論と、
その実践に係る知識及び技能の獲得を目指
す教育をより強化するため、教育課程や科
目群の見直しを検討する。

○ 通訳技法、ディベート技法、組織における
コミュニケーション、国際ニュースの書き
方、デジタル時代の広告、グローバルな環
境におけるＰＲ等に関する科目を継続して
開講するとともに、新たにグローバルコ
ミュニケーションに関する「パブリック・
スピーキングと効果的プレゼンテーショ
ン」を開講した。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき事項）
新たにグローバルコミュニケーション
に関する「パブリック・スピーキング
と効果的プレゼンテーション」を開講
するなど、実践的な技術習得に向けた
カリキュラムの強化を図った。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

「英語が使える日本人」を育成でき
る英語教員及び高度な専門知識と実
践力を有し、国内外の日本語教育機
関等において即戦力となる日本語教
員を養成するため、教育実習を重視
した実践的な教育を推進する。

高度な国際コミュニケーションの理
論と、その実践に係る知識及び技能
の獲得を目指す教育をより強化する
ため、教育体系や教育内容について
継続的に見直す。

（３）専門職大学院教育の充実
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① 戦略的広報の展開 ① 戦略的広報の展開
ア 　入学後のミスマッチを防ぎ、自

立した意志と知的好奇心にあふれ
る受験生・入学生を確保するた
め、オープンキャンパス・大学説
明会等を通じて本学の特長、カリ
キュラム、求める学生像を明確に
発信する。

アa）　オープンキャンパスや大学説明会等
を対面又はオンラインで開催し、教育理念
やカリキュラムをはじめとする本学の特
長、求める学生像等を明確に発信する。

○ 【オープンキャンパス】
７月及び９月に対面・オンライン双方で開
催し、延べ1,242名が参加した。

【大学説明会】
オープンキャンパスの企画の一つとして、
入試セミナーを７月から３月にオンデマン
ドで配信した（視聴回数：1,996名）。

　b）　大学ウェブサイト、パンフレット等
の内容の更新・充実や各種広告の掲出を行
うほか、テレビ、新聞、雑誌等の各種メ
ディアを通じたパブリシティ活動に積極的
に取り組む。

○

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき事項）
オープンキャンパスを対面とオンライ
ンの双方で開催したことで、それぞれ
のメリットを享受でき、より多くの方
へ参加機会を提供できたほか、特別選
抜試験におけるWeb出願の令和５年度
からの稼働に向け、システム業者と契
約を締結するなど、出願手続きの簡素
化によるサービスの利便性向上を図っ
た。

２  多様な学生の確保

Ⅰ  教育研究に関する目標を達成するための措置

（１）学生の確保

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

【大学ウェブサイト】
大学の概要や入試情報など、本学に関する
情報を正確かつ適時に発信し、入試関連情
報としては59件の記事を掲載した。大学の
最新の取組や活動内容を紹介する「ＡＩＵ
トピックス」及び「新着情報」への掲載数
は、学生の活動が68件、イベント情報が11
件、その他が86件の計224件となった。

【印刷物による広報】
大学案内パンフレットを作成し、受験生等
からの資料請求に対応した。

【紙媒体や公共スペース等での広告掲出】
令和３年度に引き続き、秋田空港での広告
掲出を通じて本学のブランドイメージや認
知度向上を図ったほか、県内高校生やその
保護者等をターゲットに、県内新聞等に広
告を掲出した。また、受験者やその保護
者、県外から来秋するビジネスパーソンを
ターゲットに、秋田駅東西連絡自由通路西
口での広告スペースを活用した広告掲出を
通じで本学をアピールすることで県内での
認知度向上と潜在的な志願者の増加を図っ
た。

【メディア取材の活用】
報道機関への投込等を通じて大学の最新の
取組等を積極的にメディアに向けて発信
し、テレビ（県域及び全国放送：30件）、
雑誌（３件）、新聞（25件）等で掲載又は
放映された。
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イ 　高校生・保護者・その他関係者
に対し、アピール効果の高い情報
を迅速に発信するため、大学の
ウェブサイトに加え、新たなメ
ディアの利用を模索しながらＳＮ
Ｓ（ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス）を効果的に活用す
る。

イ　各種大学公式ＳＮＳと大学ウェブサイ
トを連動させるなどの複合的広報を展開
し、相乗効果を狙う。また、新たに大学Ｐ
Ｒ動画を制作し、YouTubeにおいて公開する
ほか、ＳＮＳ等を通じて、受験生の確保を
意識したターゲティング広告を展開する。

○

② ② アドミッションポリシーに基づく着実な入
試の実施

ア 　高い学修意欲と問題意識を持つ
学生を多様な層から確保するた
め、基礎学力等を評価する一般選
抜試験、高等学校までの学修経験
や思考力、英語運用能力等を総合
的に評価する特別選抜試験を実施
する。

ア　他の国公立大学とは異なる日程で行う
一般選抜試験や、多面的評価を行うグロー
バル・ワークショップ入試をはじめとした
多様な特別選抜試験を実施する。

○ 他の国公立大学とは異なる日程による一般
選抜試験や多様な特別選抜試験を実施し
た。

イ 　特別選抜試験でのWeb出願の導入
など出願手続きの簡素化により、
受験者数増を図る。

イ　出願手続きの簡素化を目的とし、特別
選抜試験のWeb出願導入に向けた具体的な検
討を進める。

○ 令和５年度からの稼働に向けて、システム
業者を選定し、契約を締結した。

自　己　点　検　・　評　価

アドミッションポリシーに基づく着
実な入試の実施

【Instagram】
令和３年度に開始したInstagramにおいて、
同プラットフォームの特性に合わせて記事
を再構成し、公式ウェブサイトやFacebook
ページとは異なったビジュアルで発信する
などの工夫を凝らし、1,157フォロワーを獲
得した。

【Facebook】
大学ウェブサイトと連動して随時、記事掲
載を行ったほか、Facebook上に広告を掲出
し、高校生及びその保護者向けのターゲ
ティング広告を展開したところ、本学公式
Facebookページに対する新規「いいね！」
数は114件（累計「いいね！」数の前年度末
比2.6％増）となった。

【YouTube】
広報動画８本（国内学生向け７本、海外学
生向け１本）を制作し、本学公式チャンネ
ルにて公開した。情報は既存のチャンネル
登録者に通知されたほか、大学ウェブサイ
トやFacebookページ、Instagramアカウント
でも周知したことにより、新たに290のチャ
ンネル登録者（ユーザ）を獲得した。（前
年度末比10.0％増）

【ＳＮＳを通じた広報】
令和３年度に引き続きFacebook、Instagram
や受験生を中心に利用されている学習記
録・管理のためのＳＮＳ（Studyplus）での
広告掲出を通じ、大学の特長や新カリキュ
ラム、及び受験生向け情報の発信を強化し
た。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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③ ③ 県内出身入学生の確保
ア 　県内高校生を対象としたグロー

バル・セミナー入試を実施する。
ア　県内高校生を対象としたグローバル・
セミナー入試を実施する。

○ 県内高校生を対象としたグローバル・セミ
ナーについて、新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、従来の２泊３日から１日の
プログラムに短縮し、４月と８月にそれぞ
れ１回ずつ行い、延べ208名が参加した。
そのうち、10月に実施したグローバル・セ
ミナー入試を56名が受験し、22名が合格し
た。

イ 　高校入学前から本学に触れる機
会を作り、魅力を感じてもらうこ
とにより、志願者増につなげるた
め、県内小中学校における交流活
動等を実施する。

イ　県内小中学校との交流活動を通じて、
高校入学前の児童・生徒に対して本学の特
色・魅力を積極的に発信し、早期に本学に
対する興味・関心を喚起することで、県内
高校生の志願者増につなげる。

○ 県内小中学校との派遣交流を20回、訪問交
流を16回、オンライン交流を12回実施し、
大学紹介やキャンパスツアーのほか、学生
による進路講話を含む交流活動を通して本
学への理解を深める機会を提供した。

ウ 　１年次から多くの高校生に本学
を知ってもらい、志願者増につな
げるため、各種セミナー・出張授
業・大学見学を実施する。

ウ　高校での出張授業のほか、「大学コン
ソーシアムあきた」での高大連携授業を通
じて、高校１年生に対しても本学の特色・
魅力を積極的に発信する。

○ 高校での出前講座を14件（参加者数：838
名）実施した。また、「大学コンソーシア
ムあきた」が主催した高大連携授業に、本
学教員７名を派遣して「国際教養学への招
待」を７回開講したところ、全体で延べ92
名の高校生（うち高校１年生は11名）が参
加した。

エ 　学生による母校訪問等により、
効果的に受験生に働きかける取組
を行う。

エ　県内出身学生による母校訪問時に高校
生向けに説明会を行うなど、受験生への効
果的な働きかけを図る。

○ 県内出身の在学生６名が母校３校を訪問
し、高校生向けに説明会を実施した。

オ 　本学の教育内容や学修環境に関
する高校教員の理解を深め、進路
指導に役立ててもらうため、県内
高校訪問を行うとともに、教員向
けキャンパス見学会等のＰＲ活動
を行う。

オ　県内の全ての高校を訪問し、入試に関
する情報提供や高校生の進路動向等の把握
に努めるとともに、オンラインも活用して
広報活動を行う。また、教員向けキャンパ
ス見学会を行い、教員等と学生募集につい
て協議しながら、県内高校生確保に向けて
連携して取り組んでいく。

○ 新型コロナウイルス感染拡大防止に配慮し
活動を制限したことから県内全ての高校を
訪問することはできなかったものの、49校
を訪問し、教員に対してカリキュラム、入
試制度・対策、アドミッション・オフィ
サー制度等について説明を行うとともに、
志願状況の確認、生徒への受験勧奨の依頼
を行った。

自　己　点　検　・　評　価

県内出身入学生の確保

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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カ 　学校推薦型入試等の特別選抜試
験への志願者を増やすため、高校
訪問やグローバル・セミナー等の
多様な機会を活用して、きめ細か
な情報提供を行う。

カ　進路説明会、グローバル・セミナー、
高校訪問等の機会を利用し、県内の高校生
や高校教員に対して推薦入試等の特別選抜
試験についてきめ細やかな情報提供を行
う。

○ グローバル・セミナーや県内高校訪問のほ
か、県内高校生向けに、進路説明会を12校
（参加者数：102名）で行い、また、業者主
催説明会を５回（同53名）開催し、特別選
抜試験についてきめ細かな情報提供を行っ
た。

キ 　高校と連携して、本学の求める
学生像に合致した県内高校生の確
保を目指す、アドミッション・オ
フィサー活動を実施する。

キ　アドミッション・オフィサーが、高校
と連携し学生募集活動を展開する。

○ 申し出のあった県内の高校１校をアドミッ
ション・オフィサーが訪問し、５名の生徒
との面談を実施した。結果として、５名全
員が本学を受験し、２名が合格・入学に
至った。

ク 　県内出身入学者への奨学金や、
入学金の優遇措置等の経済的支援
を実施する。

ク　県内出身者を対象に「わか杉奨学金」
を給付するとともに、入学金の優遇措置を
実施する。

○ 県内出身者を対象とした入学金の優遇措置
を継続して行ったほか、「わか杉奨学金」
を春学期69名、秋学期62名に対し計
10,453,050円を支給した。

④ ④ 社会人等学生の受け入れ
説明会や個別相談会のほかウェブサイトに
より、「社会人入試」制度の周知を図る。

○ 説明会や個別相談会のほかウェブサイトに
より、「社会人入試」制度の周知を図っ
た。

☆ 数値目標
・一般選抜試験倍率：５倍以上
・県内出身入学者数：学部入学定員の２割
以上

☆ 実績
・一般選抜試験倍率：8.4倍
・県内出身入学者数：24名（令和５年４月
入学）。定員の1.5割。

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

社会人等学生の受け入れ
多様な学生の確保のため、説明会や
個別相談会等において、「社会人入
試」制度の周知を図る。

☆ 数値目標
・一般選抜試験倍率：５倍以上
・県内出身入学者数：学部入学定員
の２割以上

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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① ① ア　本学への交換留学、正規生入学及び短
期留学プログラムへの参加を目指す海外の
学生を主な対象と捉え、新カリキュラムを
含めた本学の特長や魅力を分かりやすく伝
えられるよう英語版ウェブサイトや大学紹
介動画などの広報媒体の内容充実に努め
る。

○ 本学への留学を検討している海外学生向け
に広報動画１本を制作・公開した。また、
本学教員の研究実績や新たな取り組みを
ウェブサイトを通して積極的に公開する仕
組みを構築し、学問的関心が高い海外の学
生にアピールした。

イ　各国の国際交流関係者が数多く参加す
る国際会議や留学フェア等に参加し、ブー
スを出展するなどにより本学の取組を積極
的に紹介するとともに、人的ネットワーク
を拡大・深化させる。

○ 対面での国際会議が再開したことにより、
ＮＡＦＳＡ（５月・米国）、ＥＡＩＥ（９
月・欧州）においてブースを出展し、ま
た、ＡＰＡＩＥ（３月・アジア）に職員を
派遣して、新型コロナウィルス感染拡大で
影響を受けた学生交流プログラムの現状確
認や関係維持・強化をテーマに、延べ87の
提携校と121回に上る面談を実施した。交換
留学に加え、ウィズコロナにおける共同オ
ンライン授業の開講や教員交流等、新たな
連携の実現に向けた協議も行った。

② ② 教育及び研究の質が高い大学を世界各地か
ら選定し、情報収集・分析を行い、継続的
な交流が見込める大学を積極的に新規開拓
する。一方、交流が進んでいない提携校と
の関係を分析した上で、交流促進又は関係
の見直し等、適切な対策を講じる。

○ 世界各地の大学の情報収集・分析を行い、
アフリカ、北米から各１校及びヨーロッパ
から２校、いずれも教育及び研究の質が高
い大学計４校と新規学術交流協定を締結し
た。
また、協定書更新のタイミングで、継続的
な交流が見込めない大学１校との協定を終
了する一方、長期にわたり非活性が続いた
提携校と協定内容の見直しを行い、学生交
流再開の目途を立てることができた。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおりに事業を実施してい
る。

（特筆すべき事項）
海外学生向けに広報動画を制作し、公
開したほか、対面開催された国際会議
への参加等を通じ、人的ネットワーク
を拡大・深化させるなど積極的な広報
活動を展開した。

（改善を要する点・改善策）
英語版ウェブサイトにおける留学生向
け情報は、必要な情報を検索するのが
難しい状況であるため、閲覧・検索し
やすい掲載方法への見直しを図る。ま
た、英語版公式ＳＮＳについては、イ
ベントへの関心を高めるため、事後の
報告記事だけではなく、事前に案内記
事を発信するよう努める。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）留学生の確保

本学の国際的認知度の向上のため、
英語版のウェブサイトや広報活動の
充実を図るとともに、各国の大学関
係者が集まる国際会議や留学生フェ
アなどにおける広報活動を積極的に
展開する。

優秀な留学生を確保するため、特色
ある教育機会を提供する大学や研究
の質が高い大学を選定し、提携校を
新規開拓するほか、交流が進んでい
ない提携校、派遣留学ニーズがない
提携校との関係を見直し、交換留学
を活発化させていく。
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③ ③ 国際会議への参加や提携校訪問等を通じて
海外大学とのネットワークを強化するとと
もに、日本の水際対策に応じながら、可能
な限り多くの国と地域からの留学生受入を
図る。

○ 国際会議への参加や提携校を訪問した際
に、ゲストレクチャー、共同ＣＯＩＬ／Ｖ
Ｅ授業や短期研修プログラム等の実施を働
き掛け、教員から協力を得られたことによ
り、教員間でもネットワークが構築され、
海外大学との関係が一層強化された。
留学生の受入について、春学期は日本の水
際対策が流動的だったため、受入れ時期を
約１カ月遅らせることで世界各国から留学
生を無事入国させることができ、５月に41
名の学生を５セメスターぶりに対面で受け
入れた。また、３名がオンラインで参加し
た。秋学期は例年通り８月末に、117名の学
生を対面で受け入れた。

④ ④ 英語版ウェブサイト及び公式ＳＮＳに、地
域交流活動や本学での生活の魅力を学生目
線で伝えるStudent Voice記事を投稿するほ
か、留学案内パンフレットにおいて日本及
び秋田の文化・伝統を学べる科目の開講を
ＰＲする。

○ 英語版ウェブサイト及び公式ＳＮＳに、本
学に留学中の学生及び留学修了生が作成し
た記事を定期的（隔週）に投稿し、本学で
の生活や秋田の魅力を留学生自身の言葉で
発信した。また、留学案内パンフレットに
おいてJapan Studiesとして日本及び秋田の
文化伝統を学べる科目について紹介した。
【記事投稿回数】
Student Voice：22回
Almuni Voice：３回

自　己　点　検　・　評　価年　度　計　画　に　係　る　実　績

各国・地域を代表する提携校との世
界的ネットワークを強化するととも
に、交換留学プログラムの充実を図
る。

日本及び秋田の文化・伝統等を学べ
る科目の開講や地域との交流活動な
ど、学修・生活面での本学ならでは
の魅力を発信し、外国人留学生の確
保に努める。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目
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⑤ ⑤ 留学生に対し、独立行政法人日本学生支援
機構（ＪＡＳＳＯ）等の外部奨学金の機会
を確保するとともに、水際対策に応じた措
置について経済的支援を行う。

○ 独立行政法人日本学生支援機構（ＪＡＳＳ
Ｏ）協定受入奨学金（短期留学生用）につ
いては支援枠申請を行ったが、採用には至
らなかった。一方、学習奨励費（正規留学
生用）は、渡日前予約枠を確保し、大学院
生３名、学部生２名が採用された。また、
日本国際教育支援協会（ＪＥＥＳ）による
コロナ特別枠奨学金に、大学院生、学部生
とも各１名ずつ、平和中島財団奨学金に学
部生１名が採用された。加えて、ヨーロッ
パ地域の提携校とErasmus+学生交流補助金
枠を共同申請し、受入枠４名分の奨学金を
確保した。
春学期において留学生を受け入れる際、日
本の水際対策への対応として、学生側に宿
泊費用の負担を求めることなく、入国直後
の約１週間、学外で隔離期間を設けた。

⑥ ⑥ 外国人留学生入試（４月入学・９月入学）
を実施する。

○ ウェブサイトを通じて外国人留学生入試
（４月入学と９月入学）について周知・広
報を実施した。
【入試の実績】
・外国人留学生入試Ⅰ（４月入学）
　出願者数８名
　合格者数２名
　入学者数２名
・外国人留学生入試Ⅱ（９月入学）
　出願者数18名
　合格者数６名

☆ 数値目標
・海外提携校活動率（大学間で教育に関し
交流活動がある割合）：５割以上

☆ 実績
・海外提携校活動率（大学間で教育に関し
交流活動がある割合）：7.5割

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

外国人留学生選抜試験等を通じて、
優れた留学生の確保に努める。

外国人留学生奨学金等の経済的支援
により、より幅広い層からの留学生
確保に努める。

☆ 数値目標
・「海外提携校活動率」大学間で教育に
関し交流活動がある割合：８割以上（中
期計画期間達成目標）
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① ① 本学のウェブサイトやFacebook、パンフ
レット等を通じて大学院に係る情報発信を
行うほか、Facebook広告を通年で掲出し、
大学院への進学を検討している学生・社会
人に向けて最適な広告配信を行う。

○ 大学院のパンフレットは、日英併記で作
成・発行し、資料請求者や本学大学院の専
門分野と関連する分野の学部を持つ他大学
の関係教員に送付するなど、広報活動に努
めた。FacebookやInstagram広告を掲出した
結果、延べ645,385以上のユーザにリーチし
11,095以上の大学ウェブサイトへのアクセ
スを誘導した。

② ② オンラインを活用しながら、全国の学生を
対象とした大学院説明会・個別相談会によ
り、本学大学院の特長、カリキュラム等の
情報を発信する。

○ オンラインを活用して、大学院説明会を４
回（参加者数：延べ73名）、授業見学会を
６回（同18名）、個別相談会を95回（同95
名）を実施した。

③ ③ 県内英語教員に対する入学金免除制度や長
期履修制度を実施する。

○ 県教育委員会から現職教員１名が派遣され
入学した。また、２名が長期履修制度を利
用した。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき事項）
大学院パンフレットの送付及び
FacebookやInstagramを活用しての工
夫を凝らした情報発信等を積極的に実
施し、本学志願者の獲得に努めた。

本学への理解を深め、国内外の受験
生・入学生の確保につなげるため、
オンラインでの説明会・個別相談会
等の実施により、本学大学院の特
長、カリキュラム等の情報を継続的
に発信する。

県内英語教員に対する入学金免除制
度や長期履修制度を実施する。

（３）大学院学生の確保

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

本学大学院の更なる知名度向上によ
る志望者増加を図るため、大学ウェ
ブサイトをはじめ、ＳＮＳや大学院
情報サイト等での広告など、各種メ
ディアを通じた広報を推進する。
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① ① ア　図書館の365日24時間オープン体制を維
持するとともに、オンラインレファレンス
サービスの向上を図る。

○ 学生・教職員に図書館の24時間・365日開館
を継続した。また、オンラインレファレン
スサイトを新たに立ち上げ、過去の質問と
回答を掲載したほか、よくある質問に応え
る短い説明動画を作成し、リンクを貼って
サイトのページからすぐに視聴できるよう
にした。

イ　デジタル資料を含め、本学の教育研究
内容に密接に関連した図書及び資料を整備
する。

○ 本学の教育研究内容に密接に関連した図
書・資料1398点（和書478点、洋書918点、
視聴覚資料２点）を新たに整備した。特に
授業関係資料については、可能な限り電子
書籍等を購入し、蔵書数約８万５千冊と合
わせて、データベース５種類、電子書籍40
万タイトル、電子ジャーナル1,500タイトル
を提供した。

② ② 言語異文化学修センター（ＬＤＩＣ）にお
いて、オンライン教材を含め、英語その他
の外国語及びＳＴＥＭ科目教材を充実さ
せ、利用促進を図りながら、自律学修の環
境を施設内と遠隔の双方で提供する。ま
た、ＴＯＥＦＬ®ＴＥＳＴその他の英語能力
試験を実施し、より高い英語運用能力の修
得を支援する。

○ 言語異文化学修センター（ＬＤＩＣ）にお
いて、Rosetta Stone®オンライン版を提供
し、16言語で延べ143名の学生が利用した。
また、新たに外国語教材61点、日本のマン
ガ400点、ＳＴＥＭ科目教材９点を購入し、
施設内と遠隔の双方から自律学修環境を整
備したほか、ＴＯＥＦＬ-ＩＴＰ® デジタル
版を６回、ペーパー版を２回（受験者634
名）実施した。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき事項）
図書館について、令和３年11月以降、
学外一般利用者に対する利用を再開し
た。また、デジタル資料を含めた教材
の充実を図ることで、施設内と遠隔の
双方からの自律学修環境の更なる整備
に努めた。

３  学生支援

Ⅰ  教育研究に関する目標を達成するための措置

（１）学修の支援

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

言語異文化学修センター（ＬＤＩ
Ｃ）において多言語自主学修教材を
整備するとともに、研修等を通して
利用方法の周知を図ることで、学生
の能動的学修環境を整える。

図書館の365日24時間オープン体制を
維持するとともに、デジタル資料を
含む蔵書・各種資料とオンライン
サービスの充実を図る。
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③ ③ ア　学修達成センター（ＡＡＣ）におい
て、大学院生のティーチングアシスタント
（ＴＡ）及び学部生のピアチューター（Ｐ
Ｔ）を活用した英語論文指導などにより、
学生の英語能力の向上を図るほか、個別学
修に対する支援を行う。

○ 学修達成センター（ＡＡＣ）において、18
名のティーチングアシスタント（ＴＡ）及
びピアチューター（ＰＡ）を雇用し、英語
論文指導495回、日本語139回、ＴＯＥＦＬ®
42回、プレゼンテーション37回、代数学28
回等、計765回のオンラインでの個別チュー
タリングサービスを実施した。

イ　学生一人ひとりに対し、セミナー指導
教員等をアカデミックアドバイザーとして
配置し、学生の能動的な学修を支援する。

○ 学生の専門的な学修を支援するため、学生
の研究テーマに沿ったセミナー指導教員を
アカデミックアドバイザーとして配置し
た。

④ ④ 入学前教育として、特別選抜試験の合格者
を対象にした「スタートナウセミナー」を
実施するほか、グローバル・セミナー入試
で合格した県内高校生に対して、特に英語
の学習法を中心とした入学前プログラムを
実施する。

○ 特別選抜入試の合格者を対象とした入学前
教育として、２月10日、11日にスタートナ
ウセミナーをオンラインで実施し、学術英
語の運用能力の強化をはじめ自然科学及び
数学分野における学問探求の有用性の説
明、大学における学びの心構え等について
指導するとともに、ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ®デ
ジタル版の受験機会を提供し、85名が参加
した。また、グローバル・セミナー入試の
合格者を対象に11月～２月にかけて、キャ
ンパスにおいて対面で入学前教育を実施
し、ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ®ＴＥＳＴの指導を
はじめ学術的英語運用能力について指導す
るとともに、ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ®ＴＥＳＴ
の受験機会及び大学の授業体験の機会を提
供し、22名が参加した。

自　己　点　検　・　評　価年　度　計　画　に　係　る　実　績

入学後の学びをより円滑化させるた
め、特別選抜試験で合格した高校生
を対象に入学前教育を実施する。

学修達成センター（ＡＡＣ）におけ
る学生チューターによる個別学修支
援を行うとともに、学生の興味・関
心のある分野を専門とする教員をア
カデミックアドバイザーとして配置
し、学生の能動的な学修を支援す
る。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目
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① ① 学生生活支援の充実
ア 　多様な背景を持つ学生それぞれ

の健康的な生活を支援するため、
心身面のきめ細かな指導、教育の
強化、困難を抱える学生への適切
な対応、特別支援の充実を図る。

アa）　教職員間の連携を密にし、学生の心
身の問題に対して迅速かつ適切に対応す
る。保健室とカウンセリングルームによる
個別相談、健康教育、心理教育等の支援を
行う。

○

　b）　特別支援を必要とする学生の障害特
性と修学環境（社会的障壁）を適切にアセ
スメントし、迅速かつ適切な支援を行う。

○ 日頃の面談において学生が特に困難と感じ
る状況や場面を確認しつつ、状況に応じて
面談回数を増やしたほか、新たに学期末に
振り返りアンケート調査を実施し障害特性
と支援の有効性を評価した。また、授業担
当教員と連携を深めることにより、学生の
障害特性と社会的障壁を多角的にアセスメ
ントし、迅速に環境調整等の特別支援を行
うことができた。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき事項）
学内での新型コロナウイルス感染拡大
を防ぐため、抗原検査キットを活用し
た無料の検査体制や、学生自身の体調
に関するオンライン報告フォームを整
備することにより、初期対応の迅速化
を図った。また、特別支援を必要する
学生に対しては、学生の状況に応じて
個別面談の回数を増やしたほか、新た
に学期末に振り返りアンケートを実施
することにより、学生の修学環境等を
適切に把握し、迅速な心身のケアに努
めた。

年　度　計　画　の　項　目

（２）学生生活の支援

学生生活支援の充実

年　度　計　画　に　係　る　実　績中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

学内での新型コロナウイルス感染拡大を防
ぐため、大学が独自に確保した抗原検査
キットを活用し、学生が無償で検査可能な
体制を構築するとともに、学生の罹患者が
発生した際にはオンライン報告フォームに
よる受付を行うなど、迅速な初期対応を行
うことにより、学内での感染拡大防止と対
面での学生活動が両立できるよう努めた。
また、保健室だよりを年９回発行し、季節
に応じた健康情報、心身の健康の保持増進
に向けた実践的な情報、感染症に対する最
新の情報提供を行った。加えて、学生が感
染拡大防止の観点により自発的に適切な行
動を取ることができるよう、様々なケース
に応じた対応方法の説明を行った。さら
に、保健室とカウンセリングルームによる
個別相談、新入生オリエンテーションにお
ける心理教育、インフルエンザ予防接種、
100円朝食や青空保健室、ウォーキングチャ
レンジ等の教育イベントにより、学生の心
身のケアに努めた。
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イ 　経済的に困難な学生が、授業料
減免や奨学金制度を最大限活用で
きるよう情報提供や申請支援を強
化するとともに、経済支援が広く
行き渡るよう、本学独自の奨学金
制度の定着と利用促進を図る。

イa）　本学を指定校とする奨学金、及び本
学学生が応募可能な奨学金の制度につい
て、遅滞なく学内へ周知する。

○ 本学が指定校である尚志社奨学金（１
名）、フジシール財団奨学金（２名）、岡
村育英会奨学金（８名）の募集を周知し、
学内選抜後に推薦を経て、採用された。ま
た、本学に案内のあった給付・貸与奨学金
制度については、募集要項を精査のうえ、
対象となりえる学生がいる場合には、メー
ルで全学周知を行った。

　b）　経済支援を必要とする学生に対し、
国の高等修学支援新制度に基づく授業料減
免、給付奨学金の利用を促すとともに、こ
れらを利用できない学生については、それ
を補完する本学独自授業料減免、奨学金制
度を案内する。

○ 国の授業料減免制度は学期毎に継続申請分
を含め定期募集を行い、春学期63名、秋学
期57名（学部生のみ）が利用したほか、大
学独自減免制度については、春学期26名
（学部22名、院４名）、秋学期19名（学部
12名、院７名）が採用された。また、本学
独自奨学金の既存制度を見直し、「ＡＩＵ
ふきのとう特別奨学金」を令和５年４月に
創設した。

ウ 　大学生活のスタートと学生生活
への適応を支援するため、セッ
ション内容の精査やスケジュール
の組み立てを工夫するなどし、新
入生オリエンテーションの充実を
図る。

ウ　コロナ下において学生が抱える課題
や、昨今の大学生を取り巻くリスク等を踏
まえ、セッションの内容の精査やスケ
ジュールの組み立てを工夫するなど、新入
生オリエンテーションの充実を図る。

○ 文部科学省の消費者教育アドバイザーを講
師として迎え、成年年齢引下げを踏まえた
消費者被害防止教育をオンラインで実施す
るなど、昨今の学生を取り巻くリスク等を
踏まえたプログラムを実施した。また、新
入生が学生生活にスムーズに適応できるよ
う、新入生から収集した学生生活に係わる
質問等に在校生が回答するセッションを設
けるなど、新入生オリエンテーションの充
実を図った。

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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エ 　学生の意見やニーズを積極的に
収集し、キャンパス環境、学外へ
のアクセス及び学生生活支援の改
善と向上に活用する。また、情報
提供の充実や学生生活の利便性の
向上等にオンラインを活用しなが
ら支援の総体的な強化を図る。

エa）　学生生活委員会、学生会及びレジデ
ント・アシスタント（ＲＡ）との定例ミー
ティング等を通じ、学生の意見やニーズを
積極的に吸い上げながら、学生の自主性も
尊重した生活支援の質の向上を図る。

○ 学生会からの要望を踏まえ、コロナ下にお
けるトレーニングジムの利用方法の見直し
を進めたり、ＲＡからの提案に基づき、よ
りよいルームメイトとのマッチングに向け
た仕組みを導入するなど、学生の自主性を
尊重した形で生活支援の質の向上に努め
た。

　b）　学内システムを活用した情報提供を
充実させるとともに、各種申請・届け出等
のオンライン化や、オンラインを活用した
相談窓口を運用するなどにより、学生支援
の総体的強化を図る。

○ オンライン上で質問や相談を受け付けるオ
ンラインカウンターを定期的に開催したほ
か、令和５年度に向け、学生生活に係わる
イベント等のスケジュールを「Student
Life Calendar」として一元的に整理し、オ
ンラインで学生に公開することにより、学
生の利便性向上につなげた。

② ② 課外活動等支援の充実
ア 　学生会やクラブへの財政面、企

画運営面等への支援を通して、学
生の主体的な活動を支えるととも
に、安全性確保の仕組みを整える
など、活動環境の一層の向上に取
り組む。

ア　学生会やクラブ等の課外活動に対し、
財政的な支援や企画運営への助言を行うと
ともに、クラブ等へ加入する全ての学生に
対してスポーツ安全保険への加入を義務づ
けることで、課外活動の安心・安全な環境
整備を図る。

○ 課外活動に対し、財政的な支援に加え、３
年ぶりに対面で開催することとなった大学
祭に向け、大学祭実行委員会に必要な助言
を行うなど、学生による主体的な活動を側
面から支援した。また、国際連携オフィ
サーが起点となり、クラブ等が海外提携校
との共用活動を実施できるよう、必要な支
援を行った。加えて、令和４年度より、ク
ラブ等へ加入する全ての学生に対しスポー
ツ安全保険への加入を義務づけ、学生がよ
り安心・安全に課外活動に取り組むことが
できるよう環境整備に努めた。

イ 　ＡＩＬＡ教育の実効性を高める
ため、学内居住率の向上を図る。

イ　年間を通じた入居者数を的確に予測し
た上で学期ごとの入居者を募集するほか、
空室が生じた際には臨機応変な対応を行
う。

○ 感染症対策による入居制限の緩和により、
春学期は539名、秋学期は648名の学生が学
内の宿舎に入居した（令和３年度に比べ、
春学期は176名、秋学期は254名の増）。ま
た、令和５年度以降の学内宿舎の入居率向
上を目的として、つばきヴィレッジにおい
て、学内宿舎で初となる３人以上のグルー
プ単位での入居受付や性別で分けないユ
ニットを導入するなど、多様な入居形態を
整備した。

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

課外活動等支援の充実
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ウ 　学生寮、宿舎生活の支援やレジ
デント・アシスタント（ＲＡ）の
育成、テーマ別ハウスの取組を通
して、学生主体の自律的な居住コ
ミュニティの構築を推進する。

ウ　寮及び宿舎の入居者に有用な情報を積
極的に提供するとともに、ＲＡやテーマ別
ハウスの取組を通して学生同士の交流の活
性化を図る。

○ 学期始めのオリエンテーションにおいて、
新たに入居する学生に対し、寮及び宿舎の
設備やルールに関する情報を提供した。ま
た、入居者同士の交流を活発にするため、
ＲＡが10件以上の交流イベントを行ったほ
か、テーマ別ハウス（春学期８ハウス、秋
学期７ハウス）では、各ハウスがテーマに
沿ったイベントを企画・実行した。加え
て、令和５年度以降の学生活動の更なる活
性化に向け、つばきヴィレッジの多目的ス
ペースに、学生がミーティングを行うこと
ができる「Co-Working Space」と、交流を
目的として気軽に集まることができる
「Socializing Space」を設けるなど、活動
施設の整備を推進した。

エ 　学生が行う地域貢献活動の充実
を図るため、地域からのこれらの
活動に関する要望等の情報を学生
に幅広く提供する。

エ　県内の各自治体や地域の団体等が企
画・実施する地域貢献・国際交流活動等の
情報を、学内説明会や地域交流フェア等の
機会のほか、学内掲示板や学生への一斉
メール等のツールを有効活用して遅滞なく
提供し、各種活動への学生の参加機会の拡
大につなげる。

○ 小・中学校及び高校との英語活動や交流等
に、多くの新入生が参加するよう、入学時
のオリエンテーションで概要や参加方法等
を説明したほか（４月・９月）、県内自治
体等が企画・実施するイベント情報を学内
掲示板やメール、地域交流フェアで学生に
提供した。

オ 　国内外の会議等に参加する学生
に対して経済的な支援を行い、交
流活動の充実を図る。

オ　国内外の会議等に参加する学生に支給
するアンバサダー奨学金について、オンラ
インで開催される行事等を対象とする時限
措置を継続するとともに制度の周知を行
い、学外との交流活動の活発化を図る。

○ 水際対策の変更を受けて、渡航を伴う活動
の支援を再開し、学生会議への出席を目的
とする学部生３名に対し、計150,000円のア
ンバサダー奨学金を支給した。

☆ 数値目標
・学生生活委員会の開催等 年10回
以上

☆ 数値目標
・学生生活委員会の開催等 年10回以上

☆ 実績
・学生生活委員会の開催等 学生生活委員会
６回、学生寮会議２回、学生宿舎会議２
回、学生会とのミーティング週１回、ＲＡ
とのミーティング週１回、計10回以上

自　己　点　検　・　評　価年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績中　　期　　計　　画　　の　　項　　目
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① ① ア　初年次から「キャリアデザイン」を必
修科目とし、早期段階からのキャリアの理
解と就業意識の向上を図る。また、ＥＡＰ
を修了した者には選択科目として「イン
ターンシップ」の実施を奨励し、現実の社
会情勢や具体的な職業についての考察を促
す。

○ 必修科目「キャリアデザイン」を各学期そ
れぞれ２クラスに分けて実施し、春学期80
名、秋学期100名が受講した。
また、「インターンシップ」科目について
は、24名が単位取得した。

イ　先端産業企業や同窓会組織等に対して
キャリア支援のための外部講師の派遣を依
頼し、新しい働き方を含むより具体的な職
業イメージや勤労意識を学生に植え付け
る。

○ 企業説明会において先端産業事業を行って
いる企業にも参加いただいたほか、本学卒
業生を招いてのオンライン交流会を実施し
た。また、リクルートの担当者を講師とし
て招き、新しい働き方を含む具体的な職業
イメージを持つためのセミナーを実施し
た。

② ② オンラインを活用しながら県内外の企業等
の企業説明会、留学前の学生に対するガイ
ダンス、他大学との合同イベント、個別就
職相談等をできる限り多く実施する。ま
た、内定者を積極的に活用し、就職活動中
の学生を支援する。

○ 県外企業95社、県内企業５社の企業説明会
を年間を通じて対面又はオンラインで実施
したほか、企業採用担当者の方を招いての
模擬面接を東京で１回、学内で14回実施し
た。また、複数の大学と共同で面接対策セ
ミナーや商社対策セミナーを開催した。さ
らに、留学再開に伴い、留学前の学生に対
して就職活動の進め方についてのセミナー
を実施し、留学中の学生に対してはオンラ
イン個別相談を行った。加えて、内定者を
学生アルバイトとして雇用し、個別相談、
ＥＳ書き方講座を実施したほか、企業説明
会参加促進のためＳＮＳで発信した。その
他、ＪＥＴＲＯ及び15大学共催で外資系企
業の合同企業交流会を実施したほか、（一
社）大学生の未来を支援する会主催の低学
年向け「夏休み１日職場体験」を５社で開
催した。

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
新たに複数大学との共同による面接対
策セミナーや商社対策セミナーを開催
するなど、新型コロナウイルスの影響
による就職活動の変化を踏まえた取組
を展開し、きめ細かなキャリアサポー
トを推進した。

自　己　点　検　・　評　価

社会人として必要な能力や職業能力
を高めるため、「キャリアデザイ
ン」や「インターンシップ」の科目
を通し学生の職業観を醸成する。ま
た、先端産業分野や新しい働き方で
就労している社会人による講座・講
演を開催する。

学生との個別相談及びガイダンス、
企業説明会を引き続きオンラインで
も提供し、利便性を向上させるとと
もに、個別相談の機会を充実させる
など、きめ細かなキャリアサポート
の取組を推進する。

（３）キャリア支援

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

25



③ ③ 県内企業説明会を実施するほか、オンライ
ンでも可能なインターンシップの活動機会
を提供するなど、学生と県内企業の接点を
確保する。

○ 県内企業説明会を実施し、５社が参加した
ほか、県内で起業した卒業生との交流会を
実施した。
また、５名の学生が県内企業でインターン
シップを行い、単位取得した。

④ ④ 「ＡＩＵデザインＬＡＢ」において、学生
と県内企業とが協働で課題解決の手法を学
ぶワークショップや企業の現場で実際の課
題に取り組む「デザイン思考実践」を実施
することにより、学生が県内企業に親しむ
機会を提供する。

○ 産学連携課題解決プログラム「ＡＩＵデザ
インＬＡＢ」に、学生延べ75名、県内企業
延べ34社が参加し、学生と企業との協働や
課題の共有を通じて、学生が県内企業に親
しむ機会を提供した。

⑤ ⑤ アカデミック・キャリア支援センター（Ａ
ＣＳＣ）において、大学院への進学希望者
に対して、本学を含めた国内外の大学院の
情報を提供するほか、進学説明会や講演会
を実施するなど、進学支援を行う。

○ アカデミック・キャリア支援センター（Ａ
ＣＳＣ）において、本学教員による大学院
進学相談のほかに、ゲストスピーカーによ
る高度専門職業人講演や大学院に進学した
卒業生による体験発表を含むイベントを８
回実施した。また、大学院に進学した卒業
生と進学を考えている現役学部生とをつな
ぐ「先輩ゼミ」を開催したほか、オンライ
ン交流の場も設けるなど、進学支援を行っ
た。

☆ 数値目標
・就職希望者に占める就職者の割合：100％

☆ 実績
・就職希望者に占める就職者の割合：100％

自　己　点　検　・　評　価

合同就職説明会の周知等、学生への
県内企業等の情報提供の取組を推進
する。

☆ 数値目標
・就職希望者に占める就職者の割合：
100％

学生と県内企業の社員が、発想力を
涵養するワークショップで共に学
び、学んだことを企業の課題解決の
現場で実践する「デザイン思考実
践」等の活動を行う「ＡＩＵデザイ
ンＬＡＢ」を通じて、学生が県内企
業に親しむ機会を充実させる。

アカデミック・キャリア支援セン
ター（ＡＣＳＣ）における大学院進
学説明会や卒業生の講演会、高度専
門職業人講演会等を通じて大学院へ
の進学支援を行う。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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① ① 学内研究費の適切な配分や適正な支出等に
留意し、教員が多様な研究活動を行えるよ
う支援する。

○ 令和４年度から研究に直接関連する海外渡
航時に係るビザ関連経費を研究費による支
出の対象とすることとし、教員の研究活動
に係る支援を拡充した。

【教員研究費の支給状況】
・基本配分額（申請上限額）
　350,000円（専任教員）
　175,000円（特任教員）
・配分実績
　24,266,666円（専任教員70名）
　1,225,000円（特任教員７名）
計25,491,666円

② ② 科学研究費に関する学内説明会や外部研究
資金に関する情報提供をタイムリーに実施
するほか、科研費研究計画調書の作成支援
などにより、教員による競争的資金や受託
事業の獲得を促進し、研究内容の充実・拡
充を図る。

○

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
学長プロジェクト研究費の募集枠を拡
大することにより学内横断的な共同研
究を推進したほか、オンラインの活用
により研究内容・成果を国内外に公
開・発信する機会を拡大している。
外部資金の獲得に関しては、秋田県立
大学、秋田公立美術大学と連携し、国
立研究開発法人科学技術振興機構が公
募する、令和４年度「共創の場形成支
援プログラム（ＣＯＩ－ＮＥＸＴ）」
に参画機関として申請し、「育成型」
に採択された。

４  研究の充実

Ⅰ  教育研究に関する目標を達成するための措置

国の科学技術研究費助成事業に関す
る説明会を実施するなどの組織的な
取組により、外部資金を活用した研
究活動を充実させる。

教員向けの電子掲示板を活用し、科学研究
費助成事業等の外部競争資金の公募情報を
タイムリーに提供した。また、科研費獲得
経験のある教員によるワークショップを２
回開催したほか、新たに外部機関による申
請書の査読を導入するなど、採択に向けた
調書作成の支援に取り組み、令和５年度の
科学研究費助成事業に研究代表者10件、研
究分担者13件を申請することができた。
また、秋田県立大学、秋田公立美術大学と
連携し、国立研究開発法人科学技術振興機
構が公募する、令和４年度「共創の場形成
支援プログラム（ＣＯＩ－ＮＥＸＴ）」に
参画機関として申請し、「育成型」に採択
された。

【令和４年度競争的外部資金採択額（直接
経費・間接経費）】
・科学研究費助成事業
24,734,194円（28件）
・その他外部研究費
22,099,782円（６件）

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

各教員の研究成果の教育への反映を
図るため、教員研究費の支給により
専門分野での研究を促進する。

（１）国際教養教育に資する研究の推進
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③ ③ 学内競争的資金である学長プロジェクト研
究費の公募を行い、分野横断的な研究活動
を支援する。

○

④ ④ 大学出版会が発行する研究紀要「Global
Review」を大学ウェブサイト（日本語版、
英語版双方）やJ-STAGE（電子ジャーナルの
無料公開システム）に掲出するほか、様々
な機会を捉えて教員の研究成果等を国内外
に広く情報発信する。

○ 大学出版会が発行する紀要「Global
Review」電子版を、大学ウェブサイトやJ-
STAGE（電子ジャーナルの無料公開システ
ム）に掲出したほか、教員の論文掲載や書
籍出版時には大学ウェブサイトに紹介記事
を掲載し、研究成果に関する情報発信を
行った。

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

学長プロジェクト研究費の募集を令和３年
度の１枠から５枠に拡大し、学内横断的な
共同研究を推進したほか、教員・学生の研
究成果発表の場である「ＡＩＵリサーチ・
ウィーク」（研究発表動画のオンライン公
開）において、過年度の学長プロジェクト
研究費採択者による発表を行い、成果の共
有を図った。

【学長プロジェクト研究費】
●配分実績
2,122,000円（採択５件）
●採択テーマ
・English Language Writing Workshops
for Akita High Schoolers
　（秋田の高校生のための英作文ワーク
ショップ）
・Pursuing the better lives for senior
residents in Akita 2022 Ikebana therapy
workshop for dementia parients
　（秋田の高齢者のより良い暮らしを追求
する：認知症患者のための生け花療法ワー
クショップ）
・The AIU Writing Center - an online
resource to supoort student writing
　（ＡＩＵライティングセンター：学生の
文章力向上を支援するオンラインリソー
ス）
・Service-learning for Rural
Sustinability
　（農村の持続可能性のためのサービス
ラーニング）
・Experimental Learning: Creativity and
Inspiration as an intervention to
promote mental health and resilience in
young adults in Akita
　（体験学習：秋田の若者のメンタルヘル
スと回復力を促進するための介入としての
創造性とインスピレーション）

年　度　計　画　に　係　る　実　績

各教員の研究成果を大学出版会が発
行する「Global Review」等の学術誌
に掲載することにより、大学の教
育・研究を国内外に広くＰＲする。

応用国際教養教育推進機構において
教員の研究を促進するとともに、教
育内容の向上を図る。
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① ① 提携校をはじめとした海外大学との協働に
よるＰＢＬの開講、海外大学への本学教員
の派遣、海外大学や国際機関からの講師招
聘などにより、学術交流を促進する。

○ 海外大学との協働によるＰＢＬとして、マ
レーシアにおける「グリーン・エコノミー
への多角的アプローチ」とタイにおける
「日本とタイにおける持続可能な地域発展
の研究」の２科目を対面で開講した。ま
た、デンバー大学（米国）、ハンインター
ナショナルビジネススクール（オラン
ダ）、ハエン大学（スペイン）に本学教員
を派遣したほか、海外の大学等から４カ国
４名の教員を招いて対面で講義を開講し、
学術交流による連携の強化と教育力の向上
を図った。

② ② 受託研究事業の実施等により海外大学との
連携を深めつつ、共同研究の促進に向けた
体制整備に取り組む。

○ 新たに国際連携オフィサーを配置し、海外
提携校との学術連携強化に取り組んだ。具
体的には、教員・学生の研究成果の発表の
場である「ＡＩＵリサーチ・ウィーク 」
（研究発表動画のオンライン公開）におい
て海外提携校からも発表者を募集し、11組
の発表参加を得たほか、開催中は本学の発
表を視聴できるウェブサイトを提携校に案
内した。
また、国内外の研究機関から９名の研究員
を受け入れ、本学教員との共同研究を実施
した。
ＣｒｅＤＤＳでは、提携校であるソウル国
立大学等の研究者と、韓国の教育研究ビッ
グ・データに関するプロジェクトにおける
連携の可能性について協議を行った。

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
新たに配置した国際連携オフィサーの
働きかけにより、「ＡＩＵリサーチ・
ウィーク」に初めて海外提携校の研究
者が参加するなど、海外提携校を含む
研究機関との交流を推進している。

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）海外提携校等との学術交流の活性化

国内外の大学・機関との教員の交流
やＰＢＬ等の取組を通して学術交流
の活発化を図る。

海外提携校等と連携し、サステナビ
リティ等をはじめとする地域課題を
テーマとした共同研究に取り組む。
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① ① 連携協定を締結している県内自治体や各教
育委員会等からの要請も踏まえ、小･中学校
及び高校における英語の授業や英語による
各種活動に、オンラインを活用しながら本
学の留学生等や教員を派遣し、コミュニ
ケーション能力の養成や異文化理解の向上
に協力する。

○

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
新型コロナウイルス感染症対策を講じ
た上で対面活動を再開し、令和３年度
と比較して交流回数が計68回から計
111回へと増加している。交流先の要
望に応じてオンラインも引き続き活用
するなど、多様な形態で県内外の児童
生徒の英語コミュニケーション能力の
養成に対する支援を継続している。

１ 学校教育への支援

Ⅱ  地域貢献に関する目標を達成するための措置

（１）児童生徒の英語コミュニケーション能力養成等への支援

新型コロナウイルス感染拡大防止に配慮し
ながら対面による交流活動を実施し、小・
中学校及び高校を中心に59回派遣するな
ど、英語教育の向上等に係る取組に協力し
た。また、訪問交流も26回受け入れ、大学
紹介やキャンパスツアー、留学生等との交
流活動を実施した。
さらに、令和２年度から開始したオンライ
ン交流も引き続き実施し、学内外や海外に
居住する学生・留学生と全国の小中高生の
交流活動を計26回実施し、異文化理解の向
上に協力した。

【実績】
対面交流実施回数　85回
オンライン交流実施回数　26回
計111回

【内訳】※人数はいずれも延べ数
○対面交流
　 派遣交流（59回）
　　・保育園・幼稚園　１回
　　　参加学生　２名（うち留学生２名）
　　・小学校　９回
　　　参加学生　20名（うち留学生10名）
　　・中学校　11回
　　　参加学生　98名（うち留学生３名）
　　・高等学校　６回
　　　参加学生　56名（うち留学生０名）
　　・その他　県内団体　31回
　　　参加学生 216名（うち留学生86名）
　　・その他　県外団体　１回
　　　参加学生　10名（うち留学生０名）
　 訪問交流（26回）
　　・小学校　８回
　　　参加学生　48名（うち留学生27名）
　　・中学校　８回
　　　参加学生　36名（うち留学生16名）
　　・高等学校　６回
　　　参加学生　21名（うち留学生３名）
　　・その他　県内団体　４回
　　　参加学生　44名（うち留学生７名）

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

小・中学校等における英語教育や異
文化理解の取組を支援するため、教
育委員会等の要望に応じ、児童・生
徒等と留学生等との交流活動を行
う。
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○オンライン交流（26回）
　　・保育園・幼稚園　１回
　　　参加学生　４名（うち留学生３名）
　　・小学校　10回
　　　参加学生　36名（うち留学生11名）
　　・中学校　２回
　　　参加学生　10名（うち留学生２名）
　　・高等学校　２回
　　　参加学生　12名（うち留学生８名）
　　・その他　県内団体　６回
　　　参加学生　68名（うち留学生０名）
　　・その他　県外団体　５回
　　　参加学生　63名（うち留学生０名）

② ② 「英語で英語を学ぶ」プログラムとして本
学が開発した「イングリッシュビレッジ」
をオンライン版も含めて開催し、県内外の
小･中･高校生の英語によるコミュニケー
ション能力の向上に貢献する。また、英語
に加えて異文化理解力を育むことを目的に
開発した小学生向けの「異文化理解教育プ
ログラム」を実施する。

○ 新型コロナウイルス感染拡大防止対策を講
じつつ、対面でのイングリッシュビレッジ
を再開し、学校単位で８回開催したほか、
イングリッシュビレッジのノウハウを活か
した小学生向けの異文化理解教育プログラ
ムを、学校単位で１回実施し、県内外の
中・高校生の英語によるコミュニケーショ
ン能力の向上に貢献した。

【イングリッシュビレッジの実績】
・学校単位による開催：８回
　参加校：８校（うち県内３校）
　参加者数：211名（うち県内63名）

【異文化理解教育プログラムの実績】
・学校単位による開催：１回
　参加校：県内小学校１校
　参加者数：18名

☆ 数値目標
・英語教育関連プログラム実施件数：50件
以上

☆ 実績
英語教育関連プログラム実施件数：67件

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

県内外の小・中・高校生を対象に
「英語で英語を学ぶ」プログラムを
提供する「イングリッシュ・ビレッ
ジ」や異文化理解プログラムを実施
する。

☆ 数値目標
・英語教育関連プログラム実施件
数：50件以上
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① ① 県内自治体からの要請に基づき、小・中学
校及び高校の英語担当教員向け授業研究会
などの研修事業等に本学教員を講師として
派遣し、指導力の向上等に協力する。

○ 県教育委員会及び県内自治体等の要請に基
づき、英語担当教員向け研修事業に本学の
教員を派遣した。

【実績】
・小学校外国語教育集中実践セミナー（計
１回、教員２名派遣）
・中高連携授業改善セミナー（計１回、教
員１名派遣）

② ② 小・中学校及び高校の英語担当教員の指導
力向上に貢献するため、秋田県教育委員会
の意向も踏まえ、「ティーチャーズセミ
ナー」を実施するほか、米国大使館の支
援・共催による英語指導法セミナー等を、
オンラインを活用しながら全国規模で開催
する。

○

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
初等・中等教育における英語担当教員
の指導力向上に資する取組を学外団体
と連携しながら県内外において実施し
ている。

県教育委員会と連携し、教員研修事
業等に本学教員を派遣することで、
英語担当教員の教育力向上を支援す
る。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

県内外の小・中・高校の英語教員を
対象に「英語で英語を教える」プロ
グラムを提供する「ティーチャーズ
セミナー」を実施する。

（２）英語担当教員の指導力向上への支援

「ティーチャーズセミナー」及び米国大使
館プログラムを開催し、小・中学校及び高
校の英語担当教員の指導力向上に協力し
た。

【ティーチャーズセミナー開催実績】
・小学校教員対象：１回
　実施日：８月１日～８月３日
　主催：県教育委員会、国際教養大学
　会場：国際教養大学
　参加者：39名

【米国大使館プログラム】
・「日本人教員のための英語指導法研修プ
ログラム」
　① "Second Language Acquisition, SLA"
オンラインコース
　　(５月９日～６月５日)　参加者23名
　②「日本人教員のための英語指導法研修
プログラム」Zoom Webinar
　　(８月６日～８月７日)　参加者35名
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① ① オンラインを活用しながら、県内各地にお
ける様々なイベントへ留学生等を派遣する
ことにより、地域の活性化や国際化に貢献
する。

○

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
県内の自治体及び民間事業者との共同
研究や受託事業を実施するなど、産学
官連携による地域の活性化や国際化に
資する取組を推進している。

２  地域社会への貢献

（１）地域の国際化の推進

Ⅱ  地域貢献に関する目標を達成するための措置

県民の国際理解を深めるため、県内
市町村等が行う国際交流事業や各種
イベントに留学生等を派遣するな
ど、地域と留学生等との交流を実施
する。

県内市町村等が行う交流や各種イベントに
留学生等を派遣し、地域の活性化・国際化
に貢献した。

提携市町村等との派遣交流回数　計111回
①協定締結市町村
　・八峰町：７回
　・大仙市：10回
　・男鹿市：７回
　・由利本荘市：８回
　・美郷町：４回
　・仙北市：７回
　・大潟村：２回
②その他県内市町村
  ・秋田市：27回
　・大館市：１回
　・北秋田市：１回
　・横手市：４回
　・湯沢市：３回
　・井川町：１回
　・五城目町：１回
　・藤里町：２回
  ・全県：20回
③その他県外市町村
　・東京都：１回
　・神奈川県：１回
　・愛知県：１回
　・岩手県：１回
　・全国：１回
　・海外：１回

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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② ② 応用国際教養教育推進機構のもとに設置す
る地域連携協働研究センターを中心に、県
内の自治体や企業等からの依頼に基づき、
調査・研究に取り組む。

○ 地域連携協働研究センターのもと、秋田県
食のあきた推進課の委託を受け、秋田県産
食品（いぶりがっこ、稲庭うどん）のフラ
ンスへの輸出拡大に向けたプロジェクトに
学生５名が参加し、パリにおける消費者の
味覚等に関する購買思考の現地調査や、認
知度を高めるためのＰＲ方法、商品改良の
提案等を行った。
また、トヨタカローラ秋田（株）と共同
で、カーシェアリングサービスがもたらす
様々な影響を測定・検証するため、大学
キャンパス内に、トヨタ自動車株式会社の
カーシェアリングシステム「TOYOTA
SHARE」搭載車両３台を配備し、学生・教職
員に限定したクローズド・カーシェアリン
グの実証研究を行った。

① ① 本学が開催する公開講座・公開授業、特別
講演会、ワークショップ等について効果的
な情報発信を行い、多くの県民の参加が得
られるよう努める。また、県内の教育機
関・自治体などからの要請に基づき、本学
教職員を講師や委員として派遣するなど、
地域貢献を推進する。

○ 公開講座や公開授業を通じて、県民の生涯
学習機会の充実や地域活性化に貢献した。
また、令和４年２月に締結した『岩手県・
秋田県・山形県における「なか東北連携」
による地域日本語教育専門人材養成事業に
関する連携協定』に基づき、３県の大学及
び国際交流協会等と連携・協働して「地域
日本語教育専門人材養成講座」を開講し、
令和４年度は１期生として、３県合わせて
29名（岩手10名、山形11名、秋田８名）が
受講・修了するなど、リカレント教育の機
会を提供した。さらに、県内の教育機関や
自治体、民間団体等からの依頼に基づき、
本学教職員を講師として延べ52回派遣した
（オンライン開催を含む）ほか、各種審議
会・委員会等への就任依頼に基づき、本学
教職員が49団体の委員等の役職に就いた。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
公開講座や市民セミナー等を目標を大
幅に上回る回数で積極的に実施し、一
般県民の生涯学習機会の充実に貢献し
た。

自　己　点　検　・　評　価

県民の知的好奇心の向上や地域活性
化に資するため、大学が有する教育
資源を活用した公開講座等の開催
や、県内各地への講師派遣等に積極
的に取り組むほか、県内高等教育機
関と連携した取組を推進する。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

大学が有する資源を生かし、県内の
自治体や企業等からの要請に応じて
各種調査・提言等に取り組む。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）多様な学習機会の提供

34



自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

【公開講座開催実績】
・日本人教員のための英語指導法研修プロ
グラム（オンライン）
①Second Language Acquisition, SLA
（５月９日～６月５日）　参加者23名

②日本人教員のための英語指導法研修プロ
グラム
（８月６日～８月７日）　参加者35名

・英語ビジネス・コミュニケーション・プ
ログラム（オンライン）
③Communication Styles for
International Business Competence
（３月７日～５月８日）　参加者29名

④Negotiation and Email Writing
（５月９日～７月31日）　参加者19名

⑤Resume Writing and Interview Skills
（８月１日～10月30日）　参加者17名

⑥東北税理士会共催公開講座（オンライ
ン・対面）
（10月１日）　参加者178名（うち東北税理
士会13名）
「江戸時代の朝幕関係-対外関係の視点か
ら」
「冷戦後の米露関係とウクライナ問題」
「An Invitation to AIU’s Big Read: The
Ocean in the Closet by Yuko Taniguchi」
「What can computers do? The cost of
electricity and the limits of logic」

⑦特別講演会　吉本興業ホールディングス
（株）
（11月22日）　参加者91名

・３大学連携プロジェクト（ＣＯＩ－ＮＥ
ＸＴ）ソウゾウの森会議
⑧第１回　風土のなかに暮らすこと
（11月27日）　参加者約40名

⑨第２回　秋田の木工―次世代へ循環を生
み出す
（12月24日）　参加者約40名

⑩第３回　新たな経済理念：バイオエコノ
ミー -地球と共に生きるための地域ビジネ
ス、暮らしを考える-
（１月29日） 　参加者約40名
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② ② 大学院においてリカレント教育を実施する
ほか、「科目等履修生」や「聴講生」制度
により、社会人に学びの機会を提供する。

○ 県教育委員会から派遣された現職教員１名
を受入れ、リカレント教育を実施した。

③ ③ 図書館及びＬＤＩＣを開放し、県民に多様
な学習機会を提供する。

○ 新型コロナウィルス感染拡大防止のため制
限していた図書館及びＬＤＩＣの学外利用
を11月から再開し、秋田県内の高校生が一
般の利用者より長時間利用できる高校生
カードの利用も再開した。

☆ 数値目標
・公開講座等開催回数:10回以上／年

☆ 実績
・公開講座等開催回数：17回／年

リカレント教育の一環として、大学
院における教育のほか、「科目等履
修生」や「聴講生」の制度により、
意欲のある社会人に学びの場を提供
する。

自　己　点　検　・　評　価

☆ 数値目標
・公開講座等開催回数:10回以上／年

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

⑪第４回　秋田と東京、そして全国との出
会いから
（２月18日）　 参加者約50名

⑫ＡＩＵリサーチ・ウィーク
視聴者数：延べ246名

⑬AIU Writing Workshop
（９月25日～ 11月19日）全４回　 参加
者：延べ42名

⑭わかりあえないことから（オンライン）
（６月18日）　参加者42名

⑮日本語の教師と学習者のための辞書につ
いて考える（オンライン・対面）
（10月22日）　参加者91名

⑯「The Ocean in the Closet」著者による
講演会（オンライン・対面）
（12月２日）　参加者37名

⑰The Crisis of Institutional Press in
Democracies（オンライン）
（２月７日）　参加者30名

図書館及びＬＤＩＣを広く県民に開
放し、県民に多様な学習機会を提供
する。
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① ① 同窓会組織と協議を行い、大学との連携体
制の充実・強化を図る。

○ 同窓会役員からの協力を得ながら、同窓会
員情報のデータベース化に向けた情報収集
を実施し、連携体制強化に向けた土台づく
りに着手した。

② ② 同窓会会員の専門分野を整理するととも
に、県内の小・中学校及び高校における
ニーズの把握に努めるなど、卒業生による
出前講座の実現に向けた仕組みづくりを検
討する。

○ 卒業生の多くが県外や海外で活躍している
ことから、実施方法を対面ではなくオンラ
インも可能とするなど、出前講座実施にあ
たっての卒業生の負担を軽減した仕組みの
構築に向け、検討を行った。

① ① 応用国際教養教育推進機構のもと、本県が
直面している諸課題を見据えた調査研究や
データ収集に向けて、企業をはじめとする
外部機関との連携を促進する。

○ 立命館大学アート・リサーチセンター（Ａ
ＲＣ）と学術研究交流を目的とした連携協
定を締結し、本学の研究成果として公開し
ている「秋田民俗芸能アーカイブス」を、
ＡＲＣが所有・運営するデータベースから
検索・参照することが可能となった。
また、秋田ノーザンハピネッツ（株）及び
SUNDRED（株）と秋田リビングラボ組成に向
けた連携協定を締結し、学生や研究者のリ
ビングラボへの参加促進及びSUNDRED（株）
が持つリソースのＡＩＵデザインＬＡＢへ
の活用に向けた協議を行った。
さらに、ＮＰＯ法人あきた結いネットの協
力を得て、「貧困格差」をテーマにソー
シャル・フィールドワークを実施し、学生
３名が社会的自立をサポートするための一
時的な住居（シェルター）の見学及び住民
インタビューを行ったほか、就労支援施設
及び障がい者施設で作られた作品の販売施
設を訪問した。

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
新たに他大学及び企業と連携協定を締
結したほか、ＡＩＵデザインＬＡＢで
は、課題解決の手法を学びながら、県
内企業の実際の課題に基づくミッショ
ン型のプログラムを通じて、学生と企
業とが協働で課題解決に取り組む場を
提供するなど、産学連携を推進した

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

自　己　点　検　・　評　価

（３）卒業生のネットワーク等を活用した地域貢献活動の推進

同窓会組織との連携を充実・強化す
るとともに、秋田県関係の情報発信
の取組等、地域貢献への参画を求め
ていく。

応用国際教養教育推進機構のもと、
データサイエンスの視点も加えなが
ら、秋田県が直面する課題や施策を
見据えた研究調査や、地域や企業の
活性化に資する各種提言を行う。

（４）地域活性化に向けた取組の強化

国際社会、地域社会の現実課題に触
れ、職業意識を醸成するため、県内
学校等において、国内外で活躍する
卒業生等をゲストスピーカーとした
出前講座を実施するなど、地域貢献
活動を推進する。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

年　度　計　画　に　係　る　実　績中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

年　度　計　画　に　係　る　実　績
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② ② 「ＡＩＵデザインＬＡＢ」において、学生
と県内企業とが協働で課題解決の手法を学
ぶワークショップや企業の現場で実際の課
題に取り組む「デザイン思考実践」などの
多様な活動を実施する。

○ 産学連携課題解決プログラム「ＡＩＵデザ
インＬＡＢ」において、学生と企業が協働
する機会を提供した。
ＬＡＢ１　デザイン思考ワークショップ
　（春学期）　学生　30名　企業　11社
　（秋学期）　学生　10名　企業　８社
ＬＡＢ２　デザイン思考実践：ワーク
ショップ課題解決プロジェクト
　（ 6-10月） 学生　21名　企業　４社
　（12-３月） 学生　２名　企業　１社
ＬＡＢ３　デザイン思考実践：秋田県内企
業課題解決型学修
　（秋学期）　学生　５名　企業　４社
　（冬期プログラム）学生７名 企業６社

③ ③ 企業等との連携協定に基づき、電力・エネ
ルギー等の地域課題をテーマとした寄附講
座を開講するとともに、更なる連携体制の
構築を図る。

○ 三菱商事洋上風力（株）、（株）ウェン
ティ・ジャパン、（株）北都銀行との連携
協定に基づき、春学期に「電力・エネル
ギー全般」をテーマとした寄附講座
「GSS314　世界のエネルギー動向：可能性
と課題」を実施した。この寄附講座をきっ
かけとして、提携校であるアムステルダム
応用科学大学と共同でＣＯＩＬ／ＶＥを既
存の授業（ENV100：環境科学）に導入し
た。また、起業家による講義として、継続
して「社会的企業論」や五城目町における
ＰＢＬ型特別講義「GSS309 ＧＳ特別講義
10：農村的起業家精神（ＪＲ東日本寄附講
座）」を開講した。

☆ 数値目標
・地域企業等との協働件数：30件以上

☆ 実績
・企業等との協働件数：53件（うち県内企
業等との協働件数：46件）

自　己　点　検　・　評　価

☆ 数値目標
・地域企業等との協働件数：30件以
上

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

企業や地域の活性化へ貢献していく
ことを目指し、学生と県内企業の社
員が、発想力を涵養するワーク
ショップで共に学び、学んだことを
企業の課題解決の現場で実践する
「デザイン思考実践」等の活動を行
う「ＡＩＵデザインＬＡＢ」を実施
する。

寄附講座などを通して企業等との連
携を深め、地域課題解決に取り組む
産学連携体制の構築を目指す。
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① ① 大学経営会議及び教育研究会議をそれぞれ
10回程度開催するとともに機動的な運営に
努め、的確かつ迅速な意思決定を行う。ま
た、決定事項等については、他の学内会議
での報告や資料の共有などにより、教職員
への周知を図る。

○ 大学経営会議、教育研究会議をそれぞれ10
回ずつ開催し、的確な意思決定を行うとと
もに、決定事項や協議内容については、他
の学内会議や資料及び議事録の共有を通じ
て、教職員に周知した。

② ② トップ諮問会議において、世界の高等教育
に関して高い見識を持つ有識者から、本学
の経営について大所高所からの意見をいた
だく機会を設ける。

○ 学長及び副学長がトップ諮問会議委員と個
別に面会し、社会の変化を踏まえた教育の
在り方や本学の運営に関して多角的な意見
を聴取した。

③ ③ ア　学部生、大学院生及び短期留学生に対
し、学生生活に関する満足度調査のほか、
必要に応じて各種アンケート調査等を実施
し、その結果を業務運営に反映させる。

○ 短期留学生には各学期末、学部生及び大学
院生には年１回満足度調査を実施した。業
務改善につなげるため、過去３年間の回答
状況推移を整理し、令和４年度の調査結果
と合わせ、全職員へ共有したほか、学部生
及び大学院生からの要望を踏まえ、路線バ
スのダイヤ見直しや宿舎への備品設置等を
行った。また、コロナ禍における学生生活
についてのアンケート調査を５月及び９月
に実施し、感染症対策として実施している
ルール等について、学生の意見を幅広く収
集した。その結果を踏まえ、感染症対策と
両立できる形にルールを見直すとともに、
学内のガイドラインにその内容を反映し
た。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

１　組織運営の効率化及び大学運営の改善

Ⅲ　業務運営の改善に関する目標を達成するための措置

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（１）組織運営

国際的な動向を見据えた大学運営を
行うため、学内の主要な組織におい
て、世界の高等教育に関して高い見
識を持つ有識者の参画を確保する。

学生、保護者及び教職員をはじめと
するステークホルダーからの意見・
アイデアを運営に反映させる体制を
充実させる。

大学経営会議及び教育研究会議の定
例的な開催と機動的運営により、的
確かつ迅速な大学の意思決定を行う
とともに、決定事項に係る教職員へ
の情報共有体制を維持・強化する。

39



イ　保護者の会役員会、懇談会等を開催
し、大学の運営方針や学生対応等について
保護者の理解を求めるとともに、意見・ア
イデアを収集し、業務運営への反映を検討
する。

○ 保護者の会の役員会に職員が参加し、保護
者の要望や意見を収集した。また、全ての
保護者を対象とした地区別懇談会を、東
京・大阪・秋田の３会場において一部オン
ラインでの配信を組み込む形で開催した。
大学の運営方針や学生対応等について説明
を行うとともに、保護者の不安や意見を汲
み取った。

ウ　教育研究会議、大学院運営委員会、教
授会、事務局会議や、各種プロジェクト等
を通じて教職員の意見・アイデアを収集
し、業務運営への反映を検討する。

○ 新型コロナウイルス収束後の職員のテレ
ワークについて、管理職へヒヤリングを実
施し、制度設計を行った。

エ　サポーターズクラブ等、学外のステー
クホルダーからの意見に耳を傾け、より良
い大学運営を目指すための検討を行う。

○ サポーターズクラブの総会において会員と
学生の交流会を実施したほか、秋田経済同
友会が主催する委員会において、ＡＩＵデ
ザインＬＡＢとの連携の可能性や、県内企
業が期待する活動等に関する意見交換を
行った。

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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① ① 人件費を踏まえた計画的な教職員確保を基
本としつつ、教員については国内外からの
公募により、学術業績や教員経験に優れた
人材を獲得する。また、専任職員について
は、ＴＯＥＩＣ®900点相当の英語力を有
し、事務能力等に優れる人材を獲得する。

○ 日本語教育、哲学、ＡＩ/データサイエン
ス、国際ビジネスを担当する教員を公募
し、うち日本語教育と哲学について専任教
員１名ずつの採用に至った。専任職員につ
いては２回の公募を行い、英語力や事務能
力を審査したうえで合計４名を採用したほ
か、嘱託の看護師１名と英文校正担当の非
常勤職員１名を採用し、学生・教職員の健
康管理や英文業務の質向上を図った。

② ② 教職員の評価を行い年俸へ反映させるとと
もに、教員のテニュアへの審査と職員の無
期雇用転換に関する審査を行う。

○ 教職員の評価と年俸への反映を実施すると
ともに、有期雇用３年契約の最終年を迎え
た職員４名について、審査に基づき無期雇
用に転換した。教員からテニュアに係る申
請はなかった。

③ ③ 教員のサバティカルと特別研修の両制度を
積極的に周知し、制度利用につなげる。ま
た、ＦＤ活動を計画的に実施する。

○ サバティカルと特別研修の募集を行い、教
員１名が令和５年度の特別研修に参加する
ことが決定した。また、ＦＤについては、
年間計画等に沿って計11回実施し、延べ475
名の教職員が参加した。

【実施した主なＦＤのテーマ】
・アカデミックアドバイジングとＡＩＵカ
リキュラム
・リフレクション－その要素と評価方法
・応用国際教養教育ＡＩＬＡⅡの報告とＡ
ＩＬＡⅢのアップデート
・授業で使える実践的なゲーム
・ＡＩＵ専門職大学院　近況報告
・ＡＩＵコミュニティのウェルネスとウェ
ルビーイング
・第二言語で学ぶ科目への接続　等

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

専任教職員の評価を年俸に反映さ
せ、パフォーマンスの質を担保する
ほか、有期雇用での採用を行う教員
のテニュアへの転換や職員の無期雇
用への転換は審査によることとす
る。

（２）人事管理

人件費を抑制しつつ、優秀な人材を
確保していくため、国内外からの公
募を原則とする専任教員の採用、事
務処理能力と高い英語運用能力を備
えた専任職員の採用等を行う。

教員能力向上及び研究の充実を支援
するため、サバティカル等の長期研
修制度を維持するとともに、ＦＤ活
動を計画的に実施する。
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④ ④ 外部機関による研修も活用しながらＳＤ活
動を計画的に実施し、職階や担当業務に応
じたスキルの向上を図る。

○ 自治研修所、日本能率協会（ＪＭＡ）、Ｐ
Ｃスキルｅラーニング等の外部研修を積極
的に紹介し、延べ261名の職員が参加した。

【大学が独自に実施したＳＤのテーマ】
・管理職向け「職員目標設定と評価」
・災害時の「安否確認訓練」
・「自己理解」
・管理職向け「自己認知を高め、業務に活
かすために」
・一般職員向け「学生アルバイトとマイナ
ンバーの取扱い」

⑤ ⑤ 女性活躍推進法に基づく本学の行動計画に
沿い、勤務形態の柔軟化やワークフロー改
善による業務負担軽減に取り組み、ジェン
ダー等の属性にかかわらず能力のある人が
活躍できる職場づくりを図る。

○ 女性活躍推進タスクフォースを立ち上げ、
一般事業主行動計画に基づく働き方や人事
制度の改善を目指し、職員間の意見交換会
を行った。

自　己　点　検　・　評　価

「働き方改革」の趣旨を踏まえつ
つ、効率的かつ柔軟な働き方を推進
するとともに、多様性を重視した誰
もが働きやすい環境を整備する。

職員の能力向上のため、ＳＤ活動を
計画的に行い、研修や自己研鑽の機
会を充実させる。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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① ① ア　施設・設備の整備や維持管理を適切か
つ効果的に行うとともに、施設管理計画
（行動計画）や施設毎の個別施設計画に基
づいた修繕・更新を実施する。

○ 日常的な点検により、施設の適切な維持管
理や改善箇所の早期修繕等を行うととも
に、教育研究環境の向上のため、計画的な
設備改修等を行った。

（主な取組）
・図書館の外壁塗装
・第一実験室、Ａ棟３階東側研究室の空調
工事
・自動ドア、エレベーターの改修
・各廊下、階段照明のセンサー化工事
・保健室、E棟多目的トイレの窓増設工事及
び換気扇更新工事
・カフェテリア前舗装工事
・支障木伐採剪定作業
・コベルコホール、ＬＤＩＣの椅子の張替
え

イ　こまち寮の大規模修繕に係る実施設計
に基づき、公平・公正な工事の発注及び適
切な施工監理を行う。

○ こまち寮の大規模改修について、関係者に
よる定例会を月に一度開催し、工事の進捗
状況等の情報を共有するなど、適切な施工
監理を行ったことにより年度末までに完工
し、引き渡しが行われた。

② ② 老朽化施設の改修について県と協議しなが
ら、施設整備全体構想の策定を進める。

○ 今後のキャンパス整備に向けた施設整備構
想の検討を進めるため、検討委員会を立ち
上げ、３回にわたり構想内容の協議を行っ
た。

③ ③ 教育・事務のＤＸ化を推進し、必要な情報
基盤の整備を進める。また、学住一体型
キャンパスを維持するための構内光ネット
ワーク更新について、調査検討を開始す
る。

○ こまち寮更新に合わせ、構内光ファイバー
の敷設状況を調査しつつ、部分的な補強も
実施した。また、将来的なキャンパス構想
に合わせたネットワーク敷設計画について
検討を開始した。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
日常的な点検により、施設の適切な維
持管理に努めた。また、こまち寮の大
規模改修については、適切な施工管理
を行ったことにより、令和４年度中に
引き渡しが行われた。今後のキャンパ
ス整備に向けた施設整備全体構想につ
いては、学内外の委員で構成する検討
委員会を立ち上げ、審議を重ねてい
る。

（３）教育研究環境の整備

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

施設管理計画に基づき、各施設設備
の維持管理を適切かつ効率的に行う
とともに、老朽化した施設設備の改
修、更新を計画的に行う。

将来を見据えた施設整備全体構想を
策定する。構想の策定に当たっては
トータルコストの節減やＩＣＴ等の
技術の進化に合わせ、将来的にも設
備・機器の更新が容易となるよう留
意する。

授業やセミナー等におけるオンライ
ンの活用が一般化している現状を踏
まえ、高速かつ安定した学内システ
ムのネットワーク基盤を維持すると
ともに、様々なシステムやオンライ
ンサービスを組み合わせ、柔軟かつ
費用対効果の高い情報基盤を維持す
る。

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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① ① 教育環境の維持管理費や光熱水費の値上が
りを加味しながら、大規模改修後のこまち
寮について適切な家賃を設定するととも
に、授業料及び学生宿舎の家賃を適正な金
額に維持する。

○ 電力価格高騰等による光熱水費上昇や施設
維持管理費の掛かり増しに対応するため、
こまち寮をはじめとする学生宿舎の家賃に
ついて、適切な価格への改定を決定し、学
生に対し周知した。

② ② 本学教員の研究関心や成果を積極的に広報
し、企業や自治体等のニーズ把握に努める
など、受託研究につながる取組を推進す
る。また、学内説明会の実施やタイムリー
な情報提供により、科学研究費を含む競争
的資金への申請を支援することで、外部資
金の獲得を促す。

○ 他大学との共同研究や地域企業等からの事
業の受託促進に向けて、教員の研究対象を
分野ごとに分かりやすく広報するための情
報収集と整理を行った。また、教員向けの
電子掲示板を活用し、教員に対し科学研究
費助成事業等の外部競争資金の公募情報を
タイムリーに提供した。さらに、科研費獲
得経験のある教員によるワークショップを
２回開催したほか、外部機関による申請書
の査読を新たに導入するなど、申請・採択
支援に取り組み、令和５年度の科学研究費
助成事業に研究代表者10件、研究分担者13
件を申請することができた。

【令和４年度競争的外部資金採択額（直接
経費・間接経費）】
・科学研究費助成事業
24,734,194円（28件）
・その他外部研究費
22,099,782円（６件）

年度計画どおり事業を実施している。
（１）財政基盤の強化

教育内容の充実や教育環境の整備、
物価等の状況に応じて、授業料や学
生寮・学生宿舎の家賃を適正な金額
に設定する。

企業や自治体との連携を推進し、寄
附講座や受託研究等の外部資金の獲
得に努める。

自　己　点　検　・　評　価

２　財務内容の改善

Ⅲ　業務運営の改善に関する目標を達成するための措置

年　度　計　画　に　係　る　実　績中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

44



③ ③ 奨学寄附金、開学20周年記念事業寄附金、
新型コロナウイルス感染症対策寄附金、さ
くら並木基金寄附金及びみらいへの架け橋
基金寄附金について、企業、保護者、卒業
生、在学生等に幅広く周知し、寄附を働き
かける。

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、
入学式等のイベントを対面で実施できな
かったため、直接的に寄附の募集を行うこ
とができなかったが、「開学20周年記念寄
附金」事業においては、同窓生に対し郵送
により寄附金の働きかけを行うなど、本学
に対する支援の拡大を図った。

【奨学寄附金実績】
2,182,000円（14件）

【開学20周年記念寄附金実績】
19,036,115円（300件）

【新型コロナウイルス感染症対策寄附金実
績】
3,738,000円（17件）

【岩崎・鈴木さくら並木基金寄附金実績】
6,000円（２件）

① ① コロナ下での業務のデジタル化の経験を踏
まえながら、業務内容や事務手続の不断の
点検・見直しによりトータルコストの縮減
を図る。また、外部委託により費用対効果
の向上が見込まれる業務については積極的
に委託化を推進する。

○ 各事業の費用対効果を個別に精査した上
で、予算編成に適切に反映したほか、経常
経費の削減に努めるなど、効率的な事務実
行及び予算執行を行った。

② ② 機器更新の際には積極的に省エネルギー機
器を導入するほか、低コスト印刷機を優先
的に使用するなど、経費削減に取り組む。
また、教職員に対し、省エネルギー啓発を
積極的に行う。

○ 機器更新の際に積極的に省エネルギー機器
を導入したほか、低コスト印刷機の優先使
用、省エネルギー啓発等により、経費削減
に努めた。また、電力の価格高騰下におい
ても安定的に大学を運営するため、講義棟
へ太陽光パネルを設置する予算を確保し
た。

自　己　点　検　・　評　価

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
電力の価格高騰下における安定的な大
学運営のため、太陽光パネルを設置す
る予算を確保した。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

同窓会、保護者会、企業等との交流
を通じて本学支援者の拡大を図り、
寄附金収入を確保する。

ＥＳＧの視点も踏まえて、光熱水費
や事務的経費の節減など効率的な経
営に努め、大学の社会的責任を果た
していく。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

中長期的な視点で大学経営を見据
え、業務内容や事務手続の点検、見
直しを行うとともに、外部委託によ
り費用対効果の効果が見込まれる業
務については委託化を推進する。

（２）経費の節減
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① ① 自己評価委員会が主体となり、年度計画に
基づく自己点検・評価を実施するほか、地
方独立行政法人評価委員会による法人評
価、大学基準協会による専門職大学院認証
評価を受審する。また、それらの結果を教
職員間で共有するとともに、改善が必要と
される事項について対応策を協議し、改善
を進める。

○ 自己評価委員会が主体となり、学校教育法
に基づく自己点検・評価、地方独立行政法
人法に基づく中期計画及び年度計画に対す
る評価を一元的に実施した。また、公益財
団法人大学基準協会が実施する専門職大学
院認証評価において「適合」の認定を受け
たほか、指摘事項等を学内で共有し、改善
に向けた協議を進めた。

② ② 国際的な視点に立った教育研究活動の充実
及び大学経営の質保証に向けた次期長期ビ
ジョンの策定に着手する。

○ 長期ビジョンについては、令和６年１月頃
の策定・公開に向けて、策定スケジュール
や学内における検討体制、内容についての
検討に着手した。検討中の施設整備構想の
内容等を反映することとしている。

③ ③ 大学のウェブサイトにより、大学運営に関
する計画、学生の確保に関する情報、財政
状況、教育研究活動、各種評価結果等を適
切に公開する。

○ ウェブサイトにおいて、入試情報や教育活
動、財務諸表、中期及び年度計画、認証評
価結果等を適切に公開したほか、学外から
の照会に対しても迅速に対応した。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
専門職大学院認証評価においては、特
に「国内で唯一のグローバル・コミュ
ニケーションを実践する高度専門職業
人の育成を推進するという特色ある使
命のもと、さまざまに工夫した教育活
動を展開している」こと、「日本語教
育実践領域の専門科目を除いて、授業
はすべて英語で行うなど、グローバル
社会に英語を使って活躍できる高度専
門職業人の育成を目指していること」
等について、当大学院の特長として評
価された。

３　自己点検・評価等の実施及び大学情報の発信

Ⅲ　業務運営の改善に関する目標を達成するための措置

自己評価委員会が主体となり、毎年
度学内で自己点検・評価を実施する
ほか、法人評価、認証評価等の外部
機関による評価を受審する。また、
それらの評価結果を教職員間で共有
し、教育研究活動及び業務運営の改
善に反映する。

大学経営の状況、教育研究活動、中
期計画の進捗状況、自己点検・評価
や外部評価の結果等について、ウェ
ブサイト等により積極的に情報を公
開する。

（１）自己点検・評価等

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

独自に設置する外部評価委員会によ
る評価等を通じて、国際的な視点で
教育研究活動及び大学経営の質保証
に取り組む。

年　度　計　画　に　係　る　実　績
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① ① 大学ウェブサイトや公式ＳＮＳにおいて、
教育研究活動や地域貢献活動に係る記事や
Student Voiceなどのタイムリーな掲載に努
めるほか、マスメディアへの情報提供を含
め、テレビ、新聞、雑誌等の各種メディア
を通じたパブリシティ活動に積極的に取り
組む。また、各種媒体を通じた研究成果の
発信や、国内外の教育機関や企業等への本
学の取組の紹介などにより、知名度の更な
る向上を図る。

○

年度計画どおり事業を実施している。

自　己　点　検　・　評　価中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

教育研究の成果や地域貢献活動等に
ついて、ウェブサイトやメディアの
活用など様々な広報媒体を通じて効
果的に情報発信し、国内外の教育機
関や企業等への大学の知名度を高め
ていく。

（２）大学情報の発信

地域貢献活動に係る情報、実績を大学ウェ
ブサイトで情報発信するとともに、地域貢
献活動を取りまとめたパンフレット「2021
年度（令和３年度）英語教育・国際交流地
域連携活動」を5,000部作成し、県内の自治
体をはじめ、各教育機関や地域交流活動参
加者に配布するとともに、ウェブサイトに
も掲載した。
また、公開講座、ＡＩＵデザインＬＡＢ、
寄附講座等について随時マスメディアへ情
報提供を行ったほか、ＡＩＵデザインＬＡ
Ｂの紹介動画を作成し、プログラムの知名
度向上を図った。
さらに、大学ウェブサイト及び公式ＳNＳに
おいて、Student Voiceや季節の行事につい
て定期的（隔週）に発信したほか、「私の
留学レポート」、「私のオススメ授業紹
介」という２つの企画を新たに実施し、24
件の記事を掲載するとともに、リアルな留
学生活と本学での学びの価値を学生の言葉
を通じて訴求するため、留学中の学生に密
着した動画を３本制作・公開するなど、受
験生に交換留学の魅力や本学での学びをア
ピールした。
加えて、大学ウェブサイトにおける教育研
究活動の効果的な発信に向け、承認アプリ
を活用した教員自身が記事を提案できる仕
組みや、受験生応援サイトにおいて発信す
る情報がユーザに触れやすくするための工
夫を凝らしたし新しいウェブシステムを構
築した。
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① ① これまでの新型コロナウイルス感染症対策
の推進により積み重ねてきた知見を生か
し、リスク管理体制の見直しを進める。

○ 新型コロナウイルス感染症対策について
は、引き続き本部会議等の開催によりリス
ク管理を行ったほか、リスクマネジメント
委員会を開催し、学内におけるリスクへの
対応状況の確認及び次年度に向けたリスク
管理について検討を実施した。

② ② 定期健康診断やストレスチェック、職場巡
視や予防接種を実施するほか、新型コロナ
ウイルス感染防止に向けた行動規範の周知
など、学生及び教職員の健康維持に努め
る。

○ ４月及び９月に学生向け定期健康診断、６
月に教職員向け健康診断を実施したほか、
10月には教職員向けストレスチェックを実
施した。
新型コロナウイルス感染防止に向けては、
感染防止対策についてメールや学内サイ
ネージ等により周知を図ったほか、ワクチ
ンの職域接種の実施、希望者への抗原検査
キット配付等により、学内での感染防止に
努めた。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

４　その他業務運営に関する事項

Ⅲ　業務運営の改善に関する目標を達成するための措置

（１）安全等管理体制の充実

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

定期健康診断等による健康管理、予
防接種による感染症対策等、学生及
び教職員の健康維持・増進を図る。

新型コロナウイルス感染症対策を経
験することで得たクライシスマネジ
メントのノウハウを今後の経営に生
かしていくとともに、適宜リスクマ
ネジメントに係る学内規程等の見直
しを行うなど、リスク管理体制を強
化する。また、定期的な研修や訓練
を通じて、リスク管理体制の検証及
び学生・教職員の危機管理意識の向
上を図る。
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① ① インシデント発生時の対応速度向上を目的
とし、クラウド型常時監視サービスと連携
するハイブリッド型セキュリティネット
ワークの構築を進める。

○ 老朽化したファイアウォールを更新すると
ともに、学内基幹ネットワークとの接続を
１Gbpsから10 Gbpsへと増速し、また、クラ
ウド型監視サービスと連携させることによ
りセキュリティ監視の体制強化を図った。

② ② 新入生及び新採用の教職員に対しオンライ
ンでのセキュリティ教育を義務化するとと
もに、全学に対して最新の脅威に関する定
期的周知・教育を行う。

○ 教職員に対し定期的なメール等により情報
セキュリティ対策に関する周知を行ったほ
か、学部・大学院新入生に対しオンライン
の情報セキュリティ学習コースを受講させ
た。

③ ③ 情報格付の見直しを実施するとともに、テ
レワークなど学外からの情報利用について
のマニュアルの整備・改訂を進める。

○ 情報格付けの見直しを実施したほか、特に
テレワーク勤務時に注意を要するパスワー
ド管理等についてガイドラインを設定し、
安全確保のための注意喚起を行った。

④ ④ 文書のデジタル化を進める上で不可欠な
データ保存及びバックアップ体制の強化を
図る。また、研究データの管理基盤整備に
向けた調査・検討を行う。

○ 事務局用ＰＣ管理・ファイルサーバの更新
にあわせ、保存及びバックアップ容量を増
強するとともに、保存場所を分散させるこ
とにより、データ消失のリスクを低減させ
た。また、研究データの管理基盤用サービ
スについて、他大学及びベンダーから情報
収集を行った。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

（特筆すべき点）
クラウド型セキュリティ監視サービス
の導入により、ログの保存期間拡大と
アクセス状況のより包括的な可視化を
実現した。また、事務用ファイルサー
バの保存・バックアップ体制を強化
し、事業継続性を向上させた。

（改善を要する点・改善策）
アフターコロナにおけるテレワークの
実施体制の変更や個人情報の保護に関
する法律の改正を踏まえ、より安全に
情報を取り扱うためシステム整備及び
セキュリティ教育の強化が必要とな
る。

クラウドサービスの積極的活用によ
る保守管理体制を構築するととも
に、学内システムのセキュリティの
強化を図る。

情報格付を定期的に見直すととも
に、情報を安全に取り扱うためのガ
イドライン・マニュアル等の整備・
改訂を進める。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（２）情報セキュリティ対策の強化

情報格付による情報資産の保存手順
を確立するほか、文書データ等を安
全に長期保存するための手法につい
て検討するとともに、情報のバック
アップ・保全体制を強化する。

情報セキュリティに関する学内外の
識者による講義、実習等を実施する
ほか、セキュリティ教育コンテンツ
を積極的に活用し、新入生や新採用
の教職員等を対象としたセキュリ
ティ教育を進めていく。
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① ① ア　教授会、ＦＤ、ＳＤ、メール周知等を
通じ、教職員の法令遵守の徹底を図る。

○ 教職員に対し、休暇期間前には飲酒運転や
酒気帯び運転についてメールによる注意喚
起を行ったほか、職員の時間外勤務につい
て課長級会議を通じて繰り返し注意喚起を
行い、法令と労使協定の遵守を呼びかけ
た。

イ　学生に対し、新入生オリエンテーショ
ン等の機会を活用し、飲酒、薬物使用等に
関する法令遵守の徹底やハラスメント防止
ガイドライン等の周知を図るとともに、成
年年齢引き下げを踏まえた消費者教育を実
施する。また、学内外におけるマナーにつ
いては、学生自らが改善に努めるよう意識
付けを行う。

○ 春学期及び秋学期の新入生オリエンテー
ションにおいて、警察署の協力を得て、ド
ラッグ使用防止教育をオンラインで実施し
たほか、飲酒の危険性や法令遵守について
は、学内ルールの周知に合わせて別途セッ
ションを設け丁寧に説明した。また、文部
科学省の消費者教育アドバイザーを講師と
して迎え、成年年齢引下げを踏まえた消費
者被害防止教育をオンラインで実施した。
さらに、全学生を対象に、大型連休前や長
期休暇前の春・秋学期末のタイミングで、
法令違反や飲酒、冬道運転等に起因するリ
スクの回避に加え、新型コロナウイルス感
染・拡大防止の対策を呼び掛けるなど、学
内外のリスク管理を徹底するようメールで
注意喚起を行った。ハラスメント防止につ
いては、オリエンテーションのセッション
の中で、起こりうるハラスメントの種類や
相談窓口について説明した。

② ② ア　監事及び監査室による会計監査や契約
監視委員会を実施し、指摘事項があった場
合には直ちに改善するとともに、再発防止
策を検討・実施する。

○ 監事及び監査室による会計監査並びに契約
監視委員会を実施し、指摘事項について
は、事務局内で情報を共有し、再発防止に
向けた措置を講じた。

イ　監事及び監査室による業務監査を実施
し、その結果を内部統制委員会で報告・検
証するとともに事務局内で共有し、業務運
営に活用する。

○ 監事及び監査室による業務監査を実施し、
結果について内部統制委員会で報告・検証
を行ったほか、その内容を事務局内で共有
し、再発防止に向けた措置を講じた。

自　己　点　検　・　評　価

年度計画どおり事業を実施している。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

（３）コンプライアンスの徹底と内部統制の強化

法令や学内規程の制定・改正に係る
学内周知、コンプライアンス研修等
を通じて、教職員、学生への社会的
規範の遵守徹底を図る。

各種監査の取組等により内部統制を
推進し、適正な業務運営を図る。
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１  予算

　　　令和４年度～令和９年度 　令和４年度 　令和４年度
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

108

　施設整備補助金 　施設整備補助金
　積立金繰入 　積立金繰入

　教育研究経費 　教育研究経費
　人件費 　人件費
　一般管理費 　一般管理費
　受託研究等経費 　受託研究等経費
　資産整備費 　資産整備費

自　己　点　検　・　評　価

―

Ⅳ　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

支
　
　
出

支
　
　
出

支
　
　
出

　受託研究等経費 180 10 13
　資産整備費 90 93 148

計 13,769 計 4,226 計 4,189

　教育研究経費 2,301 486 437
　人件費 8,149 1,316 1,285
　一般管理費 3,049 2,321 2,306

　施設整備補助金 0 1,844 1,880
　積立金繰入 0 93 107

計 13,769 計 4,226 計 4,345

収
　
　
入

収
　
　
入

　受託研究等収入 180 　受託研究等収入 10 　受託研究等収入 18
　文部科学省等
　補助金収入

　文部科学省等
　補助金収入

126

　  授業料等収入 4,530 　　授業料等収入 705 　　授業料等収入 721
　　その他収入 2,287 　　その他収入 283 　　その他収入 310

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

区　　　　　　　分 金　　　額 区　　　　　　　分 金　　　額 区　　　　　　　分 金　　　額

収
　
　
入

　運営費交付金 6,772 　運営費交付金 1,183 　運営費交付金 1,183
　自己収入 6,817 　自己収入 988 　自己収入 1,031
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―
　　　令和４年度～令和９年度 　令和４年度 　令和４年度

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　費用の部 　費用の部 　費用の部
　　教育研究経費 　　教育研究経費 　　教育研究経費
　　受託研究等経費 　　受託研究等経費 　　受託研究等経費
　　人件費 　　人件費 　　人件費
　　一般管理費 　　一般管理費 　　一般管理費
　　減価償却費 　　減価償却費 　　減価償却費
　収益の部 　収益の部 　収益の部
　　運営費交付金収益 　　運営費交付金収益 　　運営費交付金収益
　　授業料等収益 　　授業料等収益 　　授業料等収益
　　受託研究等収益 　　受託研究等収益 　　受託研究等収益

    補助金等収益     補助金等収益
    施設費収益     施設費収益

　　寄附金収益 　　寄附金収益 　　寄附金収益
　　資産見返負債戻入 　　資産見返負債戻入 　　資産見返負債戻入
　　雑益 　　雑益 　　雑益
　純利益 　純利益 　純利益
　積立金取崩額 0 　積立金取崩額 　積立金取崩額
　総利益 0 　総利益 　総利益

自　己　点　検　・　評　価

300 50 40
2,269 268 292

0 -93 85

180 10 15
108 114

18 15 11
1,844 25

13,979 4,090 2,395
6,682 1,090 1,177
4,530 705 721

8,149 1,316 1,285
3,049 2,321 474

300 50 95

13,979 4,183 2,310
2,301 486 443

180 10 13

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

区　　　　　　分 金　　額 区　　　　　　分 金　　額 区　　　　　　分 金　　額

２  収支計画

93 75
0 160
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　　　令和４年度～令和９年度 　令和４年度 　令和４年度
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　資金支出 　資金支出
　　業務活動による支出 　　業務活動による支出
　　投資活動による支出 　　投資活動による支出
　　財務活動による支出 　　財務活動による支出

　資金収入 　資金収入 　資金収入
　　業務活動による収入 　　業務活動による収入 　　業務活動による収入
　　　運営費交付金収入 　　　運営費交付金収入 　　　運営費交付金収入
　　　授業料等収入 　　　授業料等収入 　　　授業料等収入
　　　受託研究等収入 　　　受託研究等収入 　　　受託研究等収入

      補助金等収入 　　　補助金等収入
　　　寄附金収入       寄附金収入 　　　寄附金収入
　　　積立金繰入収入 　　　積立金繰入収入 　　　積立金繰入収入
　　　その他収入 　　　その他収入 　　　その他収入
　　投資活動による収入 　　投資活動による収入 　　投資活動による収入
　　　運営費交付金収入 　　　運営費交付金収入 　　　運営費交付金収入
　　　施設費補助金収入 　　　施設費補助金収入 　　　施設費補助金収入
　　　積立金繰入 　　　積立金繰入 　　　積立金繰入
　　財務活動による収入 　　財務活動による収入 　　財務活動による収入

自　己　点　検　・　評　価

―

0 1,844 1,843
0 0 0
0 0 0

2,269 268 204
90 1,844 1,843
90 0 0

108 122
15 14

0 93 107
18

2,382 2,340
6,682 1,183 1,183
4,530 705 699

180 10 11

区　　　　　　　　　分 金　　額 区　　　　　　　　　分 金　　額 区　　　　　　　　　分 金　　額

３  資金計画

　資金支出 13,769 4,226 4,121
　　業務活動による支出 13,483 4,095 2,151
　　投資活動による支出 90 93 1,898
　　財務活動による支出 196 38

4,226 4,183

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

72
　　 次期中期目標期間への繰越金 0 　　 次期中期目標期間への繰越金 0 　　 次期中期目標期間への繰越金 0

13,769
13,679
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○

○なし ―

自　己　点　検　・　評　価

―

自　己　点　検　・　評　価

運営費交付金等の受け入れの遅延等に
対応するため、短期借入金の限度額を
１億円とする。

Ⅵ  重要な財産の譲渡等に関する計画

なし なし

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

運営費交付金等の受け入れの遅延等に対応
するため、短期借入金の限度額を１億円と
する。

短期借入金の限度額を１億円と設定。借入れ
の実績はない。

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

Ⅴ  短期借入金の限度額
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○

自　己　点　検　・　評　価

―

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

Ⅶ  剰余金の使途

剰余金は、教育研究の質の向上、組織
運営及び施設設備の改善を図るための
経費に充てる。

剰余金については、「剰余金の使途の取扱
いに関する覚書」に基づき使途計画を策定
し、教育研究の質の向上、組織運営及び施
設整備の改善を図るための経費に充てる。

剰余金（160百万円）の処分については設立団
体である秋田県と協議のうえ、取り扱いを決
定する。

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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○

執行額
総額
107,480

防災備品更新（ＡＥＤ消耗品等） 723

学生寮除雪機更新等 985
駐車場改修 3,333

自　己　点　検　・　評　価

―

Ⅷ  法第40条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画

積立金は、教育研究の推進及び学生生
活の充実を図るための施設、設備、備
品等の整備に関する経費に充てる。

積立金については、使途計画を策定し、教
育研究の推進及び学生生活の充実を図るた
めの施設、設備、備品等の整備に関する経
費に充てる。

秋田県から承認を受けた前中期計画期間から
の繰越金309,369千円のうち、107,480千円を
取り崩し、以下のとおり教育研究の推進及び
学生生活の充実を図るための施設、設備、備
品等の整備に関する経費に充てた。

整備の内容

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

4,984

6,058
学生宿舎設備改修（水道メーター
等）

学生宿舎等備品更新（机、テーブ
ル等）

22,853

教室等映像音響設備更新（講堂プ
ロジェクタ等）

4,666

ネットワーク機器更新（総合管理
システム、監視カメラ等）

9,690

19,511
サーバ・システム更新（職員用PC
管理・ファイル共有サーバ等）

広場・通路等屋外設備改修（樹木
剪定、屋外テーブル・椅子等）

講義棟等備品更新（コベルコホー
ル椅子更新等）

5,576

建物外壁・屋根等改修（図書館、
学生会館等）

10,736

374
学生会館設備改修（カレッジカ
フェ床、網戸設置等）

17,991
講義棟等設備改修（廊下センサー
ライト、自動ドア等）

（単位：千円）
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